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FFGのお取引先企業をご紹介します。�

に聞く�

オーム乳業株式会社

代表取締役社長 永利 嘉浩氏

取引店 福岡銀行 大牟田支店

株式会社ヒライ

代表取締役社長 平井浩一郎氏

取引店 熊本ファミリー銀行 田崎支店

株式会社川�

代表取締役 川�勝則氏

取引店 親和銀行 南島原支店

頭取の企業訪問

01FFG調査月報 2009年7月



に聞く�

オーム乳業のはじまり
－当社は、１９３４年に私の祖父（故
永利嘉作）が大牟田市・荒尾市近郊
の搾乳・処理販売業者１４名と共同し
て設立した「大牟田牛乳株式会社」
がはじまりです。昔、学校給食で採
用されていた「三角すい」の形をした
牛乳パックは、当社が全国で２番目
に給食用牛乳の「テトラパック」として
導入しました。そうした縁もあって、
当社工場が大牟田市や荒尾市の小
学校の社会科見学コースに組み込ま
れるなど、地域との積極的な交流に
も永年取り組んでいます。
現在の社名は私の父（故 永利昴
二）が、地域を限定せずに当社を大
きく羽ばたかせたいという願いを込
め、長寿の鳥「オウム」を地元「オオム
タ」に掛けて、６５年に「オーム乳業」と
改めたものです。

高付加価値乳製品メーカーへの
脱皮 ～三つのターニングポイ
ント
－社名の変更に加え、事業内容もこ
の頃から転換を迎えることとなりまし

た。
第１のターニングポイントは、７１年

に業務の中心を飲用牛乳の搾乳・販
売業務から「業務用生クリーム」の製
造・販売へと大きく転換したことです。
飲用牛乳部門中心の事業では、
競合する業者が多く、後発組であっ
た当社は売上げ拡大がなかなか進
みませんでした。また、この頃の菓子
市場は「和菓子」から「洋菓子」へと
需要が大きく変化しつつあり、和菓子
店が洋菓子部門を新設したり、海外
で修行したパティシエが日本で高
級洋菓子店を数多く開店する時期で
した。ただ、当時は輸送・冷蔵設備な
どが未発達だったこともあって、“生
もの”である乳製品を扱うには、技術
面の課題が数多くありました。こうし
た技術的な困難を克服し、市場ニー
ズの変化と当社の方向転換が上手く
合致したことで、「業務用生クリーム」
事業は当社の「柱」として成長を遂げ
ることができたのです。

第２のターニングポイントは、９２年
に当社独自の「開発部門」を設置し
たことです。従業員の約１割（１２名）
を研究・開発部門に従事させ、売上

高の約１．５％を研究費に充てる計画
を検討していました。この「開発部
門」の設置は目に見えて売上高の増
加には直結しませんので、中小企業
にとってこの決断は大きな「賭け」とも
いえました。しかし、「品質・技術優
位の研究開発型企業」を標榜し、先
行投資として進めたこの取組みは、
現在お客様からご支持いただいて
いる「オームブランド・クオリティ」の実
現に欠かせない部門に成長していま
す。

第３のターニングポイントは、９８年
の新工場稼動を契機とした高付加
価値製品への転換です。スーパー
などへの量販店向け販売では、大
規模生産化が進んだ大手メーカー
には価格面で太刀打ちできません。
取扱量が多いため、一定の売上高
は確保できるものの、利益の確保が
当社の課題となっていました。そこで、
量販店向け販売から撤退し、品質を
重視した高付加価値の製品に特化
することを決意しました。当初の売上
高は１１億円程度減少しましたが、結
果として高収益体質への転換を果
たすことができました。

九州産の生乳にこだわった高付加
価値の製品群
－生乳の最大生産地である北海道
と比べ、九州では加工用に回る生乳
が少ないため、良質の生乳を調達し
ようとすればコスト高になる傾向があ
ります。しかし、当社がこだわる九州
産の生乳は、生クリームの加工用とし
てなくてはならない最適な素材なの
です。高品質の決め手となる「白い」
「軽い」「口どけが良い」などの特徴

■創 業：１９３４年１２月
■設 立：１９３７年１０月
■所 在 地：福岡県大牟田市
■資 本 金：９０百万円
■従 業 員：１０６名
■事業内容：乳製品製造販売業
■主な製造品目：製菓原料（生
クリーム、チーズ、カスター
ドクリームなど）、乳製品、
牛乳、清涼飲料水など
■製造拠点：本社工場

（福岡県大牟田市）

オーム乳業株式会社

永利 嘉浩氏
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は、この九州産生乳と、当社の高度
な生産技術が合わさってこそ生み出
されるのです。こうして製造された当
社の「業務用生クリーム」は、福岡を
始め全国の有名洋菓子店のパティ
シエから大変高い評価を得ています。

「自由闊達で情熱あふれる企業」
へ
－当社では「健全な社会人は、暖か
い家庭と働きがいのある職場から生
まれる」をモットーに、従業員を型には
めず、のびのびと育成することを心
がけています。社員にとって、会社に
行くことが毎日楽しくなるような「自由
闊達で情熱あふれる企業」「幅広い
社会貢献が出来る企業」を目指して
います。
人材育成については、これまでに
培われた社内のノウハウ継承に重
点を置き、ＯＪＴなどの手法を使って、
若手社員の教育に積極的に取り組ん
でいます。

当社の将来展望
－当社工場には「製菓実験室」を設
け、パティシエの方 と々新レシピの研

究を行っています。そこで得た情報
は、季刊パートナー誌「L‘APPRO-

CHE」などを通じて、当社のユー
ザーへ発信しています。
現在は、事業の大半を「業務用生

クリーム」が占めていますが、今後は
「生クリームもあるオーム乳業」を目
指して「ポストクリーム事業」の強化に
努めます。更には、中小企業としては
珍しい「研究開発型」企業として、国
内外の企業と提携を進め、海外への
進出を果たしたいとも考えています。
その一例として、当社が現有する

「乳酸菌発酵」技術や「酵素利用」技
術を応用した風味改良剤や抗菌剤、
天然保存料など他企業との技術提
携や特許取得などの事業展開にも
力を注いでいます。また、乳酸菌に
関する応用研究で取り扱う「抗菌ペ
プチド（蛋白質の一種）」は、食品分
野に限らず、洗浄・殺菌剤、オーラル
ケア、ペットフード、化粧品など幅広
い分野での活用が期待できます。
今後とも「技術のオーム」を全面的

に展開できる様、努力を続けていく決
意です。

福岡銀行
取締役頭取 谷 正明

高付加価値製品への転換や、

研究開発への先行投資など、長

期的な視野に立った取組みは、

九州の企業経営者の皆様にとっ

ても大変参考になるものと思い

ます。また、現在でこそ「食の

安全」が大きな社会問題となっ

ていますが、当社は早くから「安

心・安全」を志向し、高い品質

へのこだわりを見せるなど、熱

心な企業経営を行ってこられま

した。

今後とも、「オーム乳業」の

ブランドが高い品質を武器に全

国的な広がりをみせる様、益々

のご発展を期待しています。

当社製品 視察風景
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に聞く�

「家事のアウトソーシング」で中食
産業の市場に挑む
－今から約４０年前に私の父が惣菜
専門店の�平井商店を創業したの
が当社の始まりです。創業以来、い
わゆる「中食」と呼ばれる産業に携
わってまいりました。今では熊本、福
岡、佐賀、大分、そして鹿児島でロー
ドサイド形式やスーパーなどのテナ
ント形式でのお弁当・惣菜店を約１００
店展開し、年間約２，５００万人を超え
るお客様にご来店いただいておりま
す。その他、給食事業、宅配事業、う
どん店の経営にも取組んでおります。
“もっとおいしい”を追及するＨＭＲ
（Home Meal Replacement＝家庭内
の食事を代行する）企業として、おい
しさはもちろん、安心安全な素材にこ
だわり、人の体と心を健やかにする
料理をより安く提供しています。

時代の変化を感じ取り、その時々
の最適な方法で事業展開
－当社はこれまで「安全で健康的な
高品質の商品を、より安くお客様に提
供する」という基本理念は変えずに、

その時々の時代の変化を感じ取り、
最適な方法で事業を展開してまいり
ました。
設立当初はマルショクなどのスー
パーのテナントとして惣菜店を展開
していましたが、創業者である父は、
自社で主体的な店舗展開を図りたい
という思いを強く持っていました。そこ
で父は今から３０年ほど前に、「今後
はモータリゼーションの波が起こる」
と考え、ロードサイド店舗を展開、更
に当時では画期的だった２４時間営
業を行いました。これによりお客様か
ら好評を得ることができ、当社も大きく
成長することができました。
しかしながら、１５年ほど前より、そ
の成長にも陰りが見え始めていまし
た。当社が創業して２５年ほど経った
頃であり、企業寿命３０年と言われる
通り、その当時の当社のビジネスモ
デルに限界が来ているように感じま
した。新たなビジネスモデルを模索
し、日本中色 な々ところを見て回った
結果、消費者のニーズが多様化、複
雑化していることに気付きました。そ
のニーズに柔軟に対応するためには、

お弁当・お惣菜の調理方法を従来の
セントラルキッチンによる集中加工方
式から店内調理重視方式へ転換す
る必要性があると確信いたしました。
店内調理への転換は大きな変革で
あり、コスト増や品質のバラつき等の
克服すべき難題も数多くありました。
しかし、当社を継続的に成長させ、
当社が社員にとって勤めていて夢を
抱けるような企業として存在し続ける
ためには、この変革が必要不可欠だ
という強い思いで、課題を克服し、今
のビジネスモデルを構築いたしまし
た。

安全性確保のための取組みを徹
底
－お客様の食を預かるという当社の
仕事は、責任が大きく、一年３６５日気
が抜けない大変な仕事であり、毎日
が真剣勝負です。最近、「食の安全
安心」に関する話題がよく取り上げら
れていますが、当社では従前より「安
全性の確保は食に携わるものとして
当たり前のこと」だと考え、安全性確
保のための取組みは徹底的に取組
んでいます。
まず、食材そのものに関しては、

「国内だから安全」とか「海外だから
危険」という固定観念を持つことなく、
国内外問わず２００先以上の信頼で
きる取引先から、基本的には商社等
を通すことなく、直接仕入れを行なっ
ています。その後工場等での加工に
おいても、工場内の衛生管理を徹底
している他、食材から加工済の商品
まで、全ての工程で衛生検査を行
なっています。更には、出来上がった
商品を、室温２０�の状態で補完し、
細菌の繁殖を検査する「日持ち検
査」も行ない、当社の商品がお客様

■創 業：１９６８年５月
■設 立：１９６８年５月
■所 在 地：熊本県熊本市
■資 本 金：２７３百万円
■従 業 員：１，７３３名（パート、
バイト含む）
■事業内容：弁当・惣菜・サン
ドイッチ・おにぎり・寿司の
製造及び直売
■主な製造品目：弁当・惣菜・
サンドイッチ・おにぎり・寿司
■製造拠点：本社・熊本工場
（熊本県熊本市）、福岡工場（福
岡県筑後市）

株式会社ヒライ

平井浩一郎氏
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の口に入るまでに、さまざまな状態で
も安全であることの確認を行なって
います。

自社開発にこだわり、お客様に飽
きられない商品づくりに注力
－当社の店頭で販売されるお弁当
やお惣菜などの商品は、一貫して自
社で開発することにこだわりを持って
います。１０数名からなる専門部隊が、
市場に高いアンテナを張って、広く情
報を集め、お客様が何を求めている
か、求めているものを具体的に実現
できるメニューは何かと言うことを見
つけだします。そして、そのメニュー
を最もおいしい味・レシピで提供する
ため、外部のスタッフ（取引先メー
カーや有名店のシェフ等）とも協力し
ながら、徹底的に研究し、試作を繰り
返した後に、商品化に至ります。商品
化にあたってはより安い価格で提供
することにも注力しています。また既
存の商品についても、お客様のニー
ズの変化に合わせて、常にブラッ
シュアップを図り、「お客様に飽きられ
ない」ヒット商品づくりに注力していま
す。

常に更なる進化を目指す
－現在外食産業の市場規模は約２４
兆円、ここ数年減少傾向にあります。
そのなかで中食産業は、女性の社
会進出に伴う生活スタイルの変化等
もあって、伸び続けており、その規模
は８兆円に迫っています。当社はま
だその１％にも達していません。市
場は限りなく追い風で、まだまだ拡大
していくことが予想されます。当社で
は長年にわたり蓄積してきた経験とノ
ウハウを活かし、５年後に「売上高
３００億円、利益３０億円、出展地域で
のシェア３０％達成」という目標を掲
げています。非常に高い目標です
が、目標は高くないと意味がないと
考えています。
企業寿命３０年という考えは今でも
持っており、当社の現在のビジネス
モデルもいつかは陳腐化すると考え
ています。そのため、当社ではあくま
で「食」という基本は守りつつも、過去
の成功に頼ることなく、時代の変化を
敏感に感じ取り、常に更なる進化を続
けてまいります。

熊本ファミリー銀行
取締役頭取 鈴木 元

景気低迷が続くなかでも、当
社の事業は幅広く消費者の支持
を集めています。今の当社があ
るのは、「安全・安心をきちん
と確保しつつ、消費者のニーズ
を捉えた商品を安く提供する」
という基本を、現在のように食
の安全安心をマスコミ等が取り
上げる前から大切に守る一方で、
時代の変化を見通して大胆な経
営判断を行い、それを強いリー
ダシップで成し遂げてきたから
ではないでしょうか。そのよう
な平井社長の姿勢に同じ経営者
として感服するとともに、当社
が今後も進化し続けていくこと
を確信いたしております。

店舗外観

陳列商品 工場見学
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に聞く�

商業港須川で始めた海産物の販売

－私どもが事業の拠点としている長
崎県南島原市の旧西有家町須川は、
島原半島の南東部に位置し、天草
地方と島原半島を結ぶ商業港として
古くから交易が活発な地区でした。
この地で小型船を所有していた実父
が、１９２５年（大正１４年）から天草地
区へ味噌、醤油、そうめんなどを運
んで販売したのが事業の始まりです。
その後、取り扱う商品を煮干などの海
産物中心に転換し、天草地区からの
帰りには削り節の材料や煮干等を買
い付けて船に積んで帰りました。
当時、東京の大学へ進学していた
私は、事業が繁忙になったため２０才
の時に大学を中退して家に戻ってき
ました。輸送に使っている船を動か
す人手も必要で、戻った私は直ぐに
小型船舶免許を取得し船を操りなが
ら父の手伝いを始めました。

海産物の仲買へと転換し安定供給

へ努める

－わが社は創業当初、島原地区を中

心として海産物の小売販売を行って
いましたが、現在は海産物の加工販
売業へと転換し、削り節の材料、煮干、
わかめ等を九州一円の水産会社か
ら仕入れて製品化し、販売は九州の
ほか四国、関西、関東にまで広がっ
ています。乾物や塩干物の生産量は
原料魚の漁獲量に左右されます。漁
獲量が一定していないこれらの商
品は、安定した量を供給するのがむ
ずかしい商品でもあります。そのた
め季節ごとの天候や海水温などの
状況を十分把握し、一定量をきちん
とお客様にお届けできるよう努力して
います。

販売の第二の柱「手延べそうめん」

－わが社が販売の第二の柱としてい
ばんしゅう

るのが、日本の３大産地（播州、三
輪、島原）の１つでもある島原の手
延べそうめんです。海産物を販売し
ている顧客から島原そうめんを買い
たいと頼まれたのがきっかけで、
１９７７年から取り扱うようになりました。
島原のそうめんづくりは、江戸時代に
小豆島から島原に移り住んできた人
たちが作り始めたとも言われ、雲仙

普賢岳からの良質の水を使って、こ
の須川でも古くからそうめん作りが盛
んでした。
取扱いを始めた頃は、地域の製造
業者から製品を仕入れて販売して
いましたが、大量買付けなどで地元
のそうめんが品薄となり、当社販売
分の仕入れが容易に確保できなく
なったため、１９８０年に自社工場を建
設し本格的に参入しました。そうめん
は製法によって機械式と手延べ式に
分類され、機械式は低コスト、手延べ
式はコシが強いといった特徴があり
ます。わが社は手延べ式そうめんに
こだわり、独自製法により風味豊か
で、コシのある製品を生み出してい
ます。

他社の追随を寄せ付けない高品

質な麺作り

－そうめんはコシと喉ごしといわれま
す。通常、効率性のため製造工程は
丸１日というケースが多いのです
が、当社では熟成時間を含めて２
日間の工程で製造しており、麺のコ
シと喉ごしは他社の追随を寄せ付け
ません。
２００７年には業界でも数少ないそう
めんの製造部門、販売部門等での
ＩＳＯ９００１取得を果たしました。生
産後の製品は定温、定湿度で保存
できる倉庫で保管して出荷に備える
など、わが社では、温度、湿度、衛生
管理を徹底することで、高品質な製
品の安定供給を可能にし、手延べそ
うめんの生産量は島原半島で最大
だと自負しています。

■創 業：１９２５年
■設 立：１９８８年１０月
■所 在 地：長崎県南島原市
■資 本 金：１０百万円
■従 業 員：１００名
■事業内容：麺類製造販売、海
産物・水産物の加工販売、塩
乾物の加工販売
■事業拠点：本社（長崎県南島
原市）、製麺工場・チャンポ
ン皿うどん工場・食品工場
（長崎県南島原市）

株式会社川�

川� 勝則氏
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島原そうめんブランドの確立を目

指して

－私がそうめんづくりにおいて特に
注力しているのは、島原そうめんとし
ての強固なブランドづくりです。島原
地域の製麺業者は独自の販売ルー
トを持っていなかったため、三輪地
域の業者と安定的な販売契約を交わ
し、長い間、生産（島原）と販売（三
輪）の分業体制をとってきました。そ
の間、島原そうめんは「三輪そうめ
ん」として出荷されてきた経緯があり、
「島原」の知名度とともに、商品の付
加価値を向上させることが産地とし
ての大きな課題となっています。地
域とともに私どもの事業も活性化させ
たいという思いから、私たちは長崎
県と協力して「長崎県島原手延そう
めん振興会」設立に参画し、手延べ
干し麺の技能検定の実施や「島原手
延素麺」の認証制度定着等に取組
んでいます。島原そうめんのブラン
ド価値向上に向けて、現在、最も力を
入れているのは、「手延べ式そうめ
んと言えば島原そうめん」と、全ての
お客様から認知されるようになること
です。

これからも海の幸、大地の幸を食

卓へ

－わが社が製造している製品は地

域の海の幸である海産物の加工品と、
大地の幸であるそうめんです。どの
製品も素材を大事にした素朴なもの
であり、地域の自然の恵みに感謝し
ながら、毎日の食卓に安心と健康を
お届けすることがわが社の使命だと
考えています。
これからの事業展望として、海産
物の加工については熊本県牛深市
に自社加工場の建設を計画していま
す。牛深に自社工場を持つのは、創
業当時からずっと委託加工を担って
わが社を支えてくれた地元業者との
関係を今後も大事にしていきたいか
らです。そして、安全で良質な製品
を一層のこだわりを持って生産して
いこうと考えています。
また新しい事業分野として、ちゃん
ぽんや皿うどんなど生麺の製造を開
始しました。取扱い品目を多様化し、
季節によって変動幅の大きい販売の
波を平準化するためです。
これからも原料素材にこだわり、シ
ンプルで味わい深い製品の供給に
努めてまいります。

親和銀行
取締役頭取 鬼木 和夫

食品の売上げは景気の波に左

右されにくいと言われますが、

業界の競争は年々激しさを増し

ているのが現状のようです。そ

うしたなかでしっかりと業績を

積み上げておられるのは、顧客

の揺るぎない信頼を得ている品

質の確かさと、堅実でありなが

ら先見性をもった経営の賜物です。

島原そうめんブランドの確立

による地域浮揚への思いを熱く

語っていただいた川崎社長の、

今後益々のご活躍を期待してい

ます。
（６月１日からクールビズを実施しています）

本社加工場前にて 海産物加工品の製造工程 乾燥工程のそうめん
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アジアの最新ビジネス環境�
～ビジネススクール「リレー講義」から～

九州大学大学院教授

丹羽 由一

はじめに

九州大学経済学研究院・ビジネススクールで

は、福岡銀行と連携して今年度より「アジアの

ビジネスと金融」と題した特別講義を開講しま

した。これはアジア各国のビジネスと金融情勢

に関する最新動向をテーマ毎にレビューするも

ので、内外の大学、シンクタンク、金融機関か

ら毎回専門家を招聘し「リレー講義」の形式で

進めています。講師陣は国際経済や国際金融の

現場に日々接しておられる方々で、通常ではな

かなか聞くことができない生の情報ソースとし

て毎回好評を博していますが、本誌では２回に

わたりこの講義から、実務家の皆様にも参考と

なる部分を選んでそのポイントをご紹介してい

きたいと思います。

期待高まるメコン地域

いわゆる「チャイナ・プラスワン」として最

も有望視されているのがメコン川流域地域（タ

イ、ベトナム、ラオス、カンボジア）です。中

国への企業進出がピークを迎えるなかで、「本

当にこれで大丈夫か」という不安も増し、こう

した「チャイナリスク」をヘッジするために第

二の工場や市場を東南アジアやインドに求める

動きが活発化しています。国際協力銀行の「海

外直接投資アンケート調査」では、今後３年間

の事業展開先としてメコン地域を挙げる企業が

全体の６割に達し、中国、インドと並ぶ人気を

得ています。

その人気の理由は、主に地理的条件と良質な

労働力、および親日的な政府にあります。

例えばベトナムは中国華南（広東省・香港）と

至近距離にあり、物流アクセスも１日で可能で

す。また年齢別人口構成が極度に若く、中国よ

りも安価で良質な工場労働力が豊富にあるうえ、

ＯＤＡなどを通じて大変親日的かつ安定した政

府があります。中国工場の補完的役割を持たせ

るにはまさにうってつけの条件が揃っているの

です。

またタイは中国進出ブーム以前から日本企業

が多く進出し、東南アジアの代表的な中進国と

して産業構造もバランスがとれています。進出

する企業からしてみれば産業インフラやサポー

ティングインダストリーの集積は大変魅力的で、

例えば自動車産業などは中国よりも立地条件が

優位にあります。

さらにカンボジア、ラオスは、インフラや法

整備など立ち遅れた面が多いものの、それぞれ

ベトナム、タイ経済の一部に組み込まれ、より

安い賃金を武器に「第二のベトナム」、「第二の

タイ」として注目を集めています。地理的にも

中国内陸部（四川省・雲南省）に近く、中国・Ａ

ＳＥＡＮを結ぶ経済回廊として域内分業の進展

が期待され、すでにユニクロなど複数の企業が

進出を果たしています。

これら４か国に共通しているのが「親日性」

で、いずれも敬虔な仏教国として日本人と心情

相通ずるところがあり、また日本および日本人

への信頼は非常に厚いものがあります。

寄稿

１９７７年 東京大学経済学部卒
日本開発銀行入行。

ハーバード大学客員研究員、大蔵省シニアエコノミスト、
日本経済研究所総務部長、日本政策投資銀行シンガポー
ル事務所長、えひめ地域政策研究センター常務理事を経
て２００８年より現職。
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従って工場運営や国内市場開拓の面で、日本

企業としては中国に比べ比較的行ないやすく、

特に日本の製品・ブランドに対する評価は「信

仰」とさえ言えるほど高い状況です。このこと

は、当地域でのビジネス可能性を大きく後押し

するものと期待されます。

【メコン地域の特徴】

� 巨大な潜在市場

４カ国合計で２億人近い人口を擁し、年５

～１０％の経済成長を続ける有望なマーケット

で、一人当たりＧＤＰも市場経済レベルに達

しつつあります。今後は自動車、化粧品、医

薬品、加工食品などを中心に飛躍的な市場拡

大が見込まれます。

� 域内経済の一体化

数本の経済回廊の整備により域内経済が一

体化し、将来的には国別でなくメコン地域が

単一経済として機能・発展することが見込ま

メコン地域４カ国の産業動向と投資コスト比較

タイ ベトナム ラオス カンボジア

企業総数（含国営企業） ２，１８８千社 ９２千社 ２６千社 ９千社

製造業ＧＤＰ（億ドル） ７２３ １２９ ６ １４

製造業成長率（％）
（'９５～’０６年平均伸び率）

４．７ １１．５ １０．５＊１ １９．５

現状の主な産業 ●食品加工
●自動車関連

●衣料、日用品
●電気機器関連

●木材、織物
●水力発電売電

●縫製・履物
●建設業

将来の有望産業 ●電子・電気関連 ●自動車関連
●ＩＴ関連

●観光関連
●物流関連

●水産・食品
●資源関連

金融危機の影響 自動車及び同部品関連
産業受注激減

輸出型外資系企業の生
産調整

輸出産品（織物、鉱物）
の減少

縫製業委託生産減産、
不動産下落

労働者賃金（ドル／月）
１６４

ハノイ ８７～１９８
ホーチミン １２２～２１６

６９ １００

オフィス賃料
（ドル／�・月） ２４（バンコク）

５０～７０
（ハノイ、ホーチミン）

８ ８

１ｋＷ当り電気料金（ドル） ０．０５ ０．０６ ０．０７ ０．１６

標準法人税率（％） ３０ ２８ ２０ ２０＊２

＊１ ’９５－’０５年の平均伸び率
＊２ ただし天然資源等関連企業は３０％
（出所）Lloyd's Register“World Fleet Statistics"、各国統計局、ＪＥＴＲＯ、ＡＤＢ等の資料より作成

１．東西回廊
メソート→サワナケット→ラオバオ→ダナン
２００６年１２月の第２メコン国際橋開通に伴い完成
全長１，２３０� 所要日数２日

２．南部回廊
バンコク→ポイペト→モクバイ→ホーチミン
全長９１３� 所要日数２日

３．南北回廊
毘明→ビエンチャン→バンコク
全長１８８４�

４．中越回廊
南寧→ランソン→ハノイ
全長３５０� 所要時間７時間

５．タイ・ベトナムルート
東西回廊を活用し、トラック輸送サービス開始
全長１，５５５� 所要日数３日

メコン地域における主な経済回廊整備計画
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ソブリンリスクの高い国々

外貨建て発行体格付けの比較
ムーディーズ Ｓ＆Ｐ フィッチ Ｒ＆Ｉ

シンガポール Ａａａ ＡＡＡ ＡＡＡ ＡＡＡ
オーストラリア Ａａａ ＡＡＡ ＡＡ＋ ＡＡＡ
ニュージーランド Ａａａ ＡＡ＋ ＡＡ＋ ＡＡＡ
日本 Ａａａ ＡＡ ＡＡ ＡＡＡ
香港 Ａａ２ ＡＡ＋ ＡＡ ＡＡ＋
台湾 Ａａ３ ＡＡ－ Ａ＋ ＡＡ
中国 Ａ１ Ａ＋ Ａ＋ Ａ＋
韓国 Ａ２ Ａ Ａ＋ Ａ＋
マレーシア Ａ３ Ａ－ Ａ－ Ａ
ロシア Ｂａａ１ ＢＢＢ ＢＢＢ ＮＲ
タイ Ｂａａ１ ＢＢＢ＋ ＢＢＢ ＢＢＢ＋
ベトナム Ｂａ３ ＢＢ ＢＢ－ ＢＢ
フィリピン Ｂ１ ＢＢ－ ＢＢ ＢＢＢ－
インドネシア Ｂａ３ ＢＢ－ ＢＢ ＢＢ＋

れます。それによって、メコン地域全体とし

ての対中経済戦略やエネルギー・環境戦略な

どが可能となり、さらにフィリピン、マレー

シア、シンガポール、インドネシアなど他の

ＡＳＥＡＮ諸国との経済協調もより有効なも

のとなります。

� 日本政府・企業の広域対応

これにあわせて日本のＯＤＡも、国別では

なく広域的に連携した展開（例えばタイでの

成功事例をラオスに適用）が可能となります。

また日本企業もメコン地域全体の域内分業や

マーケティング体制を構築しよりダイナミッ

クなビジネスが実現します。

なお当地域をとりまく最近の課題としては、

労賃の上昇と金融危機の影響が挙げられます。

労賃に関しては最近特にベトナムでの上昇が顕

著で、企業進出が相次いだ結果、中国とほぼ同

レベルに達しています。対応策としては、上記

の経済一体化を通じてカンボジア、ラオスへの

分工場進出などが考えられます。また金融危機

の影響は、幸い前回のアジア通貨危機の時ほど

深刻ではありませんが、やはり輸出産業を中心

に落ち込みが目立ちます。こちらに関しては、

長期的には日本や中国と同様、国内市場の育成

を通じて経済の自立を図る一方、短期的には日

本や中国と連携して、資金ショートや通貨下落

を回避するための域内通貨協調体制を維持する

ことが重要です。

危機を乗り越える韓国経済

いまアジアで最も金融危機の影響を受けてい

るのが韓国です。昨年９月のリーマン破綻によ

り世界的に信用不安が拡大し、アイスランド、

ウクライナ、ハンガリー、ベラルーシ、パキス

タンといった国々が資金繰りに窮してＩＭＦに

緊急支援を要請しました。これはそれまで世界

的な金余りで流れ込んでいたドルが、キャリー

トレードの巻き戻しなどから一気に日米欧に引

き上げられた結果、自国通貨の暴落などが起こ

り、ちょうど１０年前のアジア通貨危機のような

状況に陥ったためです。このような場合ヘッジ

ファンドは、アジア通貨危機の際のタイバーツ

のように弱いと見られる通貨をカラ売りするた

め、為替の下落がますます加速し、その結果外

貨建ての対外債務が（自国通貨立てで）急膨張す

る、いわゆる「ソブリンリスク」が顕在化する

のです。

そして韓国経済はまさにその崖っぷちに立た

されており、ご承知のようにウォンは昨年一気

に半値まで下落し、一方ＣＤＳ（クレジットデ

フォルトスワップ）レートは信用不安から一時

７００ｂｓｐまで急上昇しました。あと一歩で１０

年前と同じく、ＩＭＦに駆け込んでその管理下

で統制経済に移行するというシナリオも浮上し

ています。

寄稿
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韓国企業の負債比率推移

しかし韓国経済は本当にそんなに脆弱なので

しょうか。確かに通貨・金融面では弱いところ

があり、今回のような外的ショックの影響を受

けやすい体質ではありますが、国内産業など実

体経済面は以前に比べかなり強化されており、

リーマンショックのようなことがまた起きない

限りは何とか持ちこたえると思います。

従来の韓国企業といえば、財閥に象徴される

ように拡大志向のオーナーが積極投資で多角的

に経営展開し、その結果借入も膨大な額に上っ

ていました。しかし前回の通貨危機を経て、日

本以上に財務のスリム化が進展し、製造業の平

均負債比率は１０年前の４００％から今では１００％ま

で低下しています。経営戦略も格段に向上し、

例えば三星電子（サムスン）は主力の半導体のほ

か、需要サイクルの異なる液晶や世界２位の地

位を築いた携帯電話などバランスのとれた事業

構成を達成し、また現代自動車（ヒュンデ）は起

亜の買収などで国内シェア７割を押さえ米国市

場でも低価格を武器に健闘が目立ちます。

韓国経済の足腰の強さは、その社会的特性に

起因するところもあります。例えば年齢別人口

構成を見ると、高齢比率は９％と日本の半分以

下です。人口に占める労働力人口（１５－６４歳）の

比率は先進国中最高で、これからも当分「働き

盛り」の経済が続きます。また韓国の教育熱心

さはよく知られており、国家予算や家計支出に

占める教育費の割合は世界最高水準で、大学卒

業後も海外留学を目指すケースが多く見られま

す。さらにチームワークが得意である、起業家

精神が旺盛である、会社への忠誠心が高い、借

金は何としても返そうとするなど、儒教精神に

裏打ちされた国民性も、「粘り強い」経済を支

える大きな要因です。

このような「地力」を評価してか、格付各社

のソブリンの格付け（レーティング）では一応の

水準を維持しており、韓国経済危機は回避され

るという見方が主流を占めています。

世界金融危機後のアジアビジネス

昨年のリーマンショック以来、「１００年に一度

の危機」という言葉を何回聞いたことでしょう。

確かに今日の株式相場の大暴落や欧米の金融セ

クターにおける流動性の枯渇などの深刻な状況

は、まさに８０年前の大恐慌に匹敵するものでし

た。さらに現代経済は高度にグローバル化して

いるため、そのショックはちょうど新型インフ

ルエンザのパンデミックのように、たちまち地

球全体に波及したのです。

しかしここにきて、少なくともアジアに関し

ては様子が違ってきています。もちろんアジア

経済のアキレス腱である、「過度の輸出依存体

質」と「欧米余剰資金中毒」という構造問題は

基本的に変わっていないのですが、それにもか

かわらず通貨危機や国家経済の破綻という最も

恐れられていた事態は、ぎりぎりのところで回

避されています。アイスランドやウズベキスタ

ンとは明らかに異なります。その意味において

はアジアのショックは「１００年に一度」ではな

く、通常の景気循環であるジュグラー周期の「１０

年に一度」という程度で収まるかもしれません。

今回そのバッファーとなったのは各国におけ

る内需の健闘です。日本のバブル崩壊の時を思

い起こすまでもなく、金融危機→流動性低下→

投資手控→生産縮小→雇用調整→消費低迷とい

う、いわゆる「負のスパイラル」にはまるのが

普通ですが、先進国向け輸出が総崩れするなか

で域内市場が予想外に堅調を保っているのです。
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超長期成長見通し
（２００７年→２１５０年の平均年率、％）

順位 国名 経済成長率 人口増加率

１ ベトナム ９．８ ０．８

２ インド ８．５ ０．８

３ ナイジェリア ― ―

４ フィリピン ７．２ １．１

５ エジプト ― ―

６ バングラデシュ ― ―

７ 中国 ６．８ １．０

８ インドネシア ６．７ ０．６

９ パキスタン ― ―

１０ マレーシア ５．８ ０．１

１１ タイ ５．７ ０．１

Ｇ７合計 ２．０ ０．３
（出所）PricewaterhouseCoopers

すでに国内市場が飽和して「お金をもらっても

あまり買いたい物がない」という日本とは異な

り、アジアではバイク、自動車、家電、ＩＴ、

生活雑貨、ファッションなどまだまだ多くの消

費財が普及段階にあります。

つまり今後先進国などの輸出市場が頭打ちに

なっても、まさに「内需主導の自律的成長」が

十分に可能で、コンサルティング会社であるプ

ライスウオーターハウスクーパーの超長期の成

長見通しにおいてもアジア各国が上位を独占し、

その潜在的な経済力が高く評価されています。

では日本の企業としてはアジアにどのような

戦略で臨むべきでしょうか。そのポイントは３

つあります。

� 守備型進出か攻撃型進出か

アジアへの進出には、輸出加工品のコスト

ダウンを目的にした工場進出（守備型）と、そ

の国のマーケットをにらんだ進出の二通りが

あります。前者は広東省へのエレクトロニク

ス産業の集中がその典型で、これらは主に現

地の低廉・豊富な労働力が目当てです。

後者は華北や華東への自動車や日用品業界

の進出にみられるように、現地市場がター

ゲットです。前者の場合は「雁行形態論」そ

のもので、中国→ベトナム→バングラデシュ

という具合に、常により安い労賃を求めて新

たな投資をする必要があります。また後者は

人口増加率とか一人当たりＧＤＰの水準とか

をみながら、より成長力の高いマーケットを

指向することになります。いずれにせよどっ

ちつかずの進出は避けるのが賢明です。

� ＦＴＡを最大限に活用する

近年ＡＳＥＡＮを中心にアジア地域ではＦ

ＴＡ（二国間の自由貿易協定）が次々に締結さ

れています。日本と相手国のＦＴＡがあれば、

半製品や部品の供給を通じた域内工程間分業

がより容易になるのは当然ですが、例えばタ

イとインドのように第３国間のＦＴＡに関し

ても新たな展開が可能となります。具体的に

は、タイの日系部品メーカーがインドのスズ

キに自動車部品を供給したり、ソニーがイン

ドとタイの工場を集約したり、つまりより生

産に適した国に集中立地し、貿易のメリット

を最大限に享受することが重要です。

� グローバル戦略におけるＲＨＱの強化

どの企業でもアジアだけでなく、世界全体

を相手にしたグローバル戦略を持っていると

思いますが、そのなかでアジアでは何を重点

にしていくのか、つまりアジアをどう利用し

ていくかが大事です。そしてそれを実施する

ためには強力な地域統括拠点（ＲＨＱ）を一か

所（香港やシンガポールなど）に置き、域内生

産・販売体制の最適化とファイナンスの一元

化、為替管理や税務対策の効率化を極限まで

進めることが求められます。

これら３つのポイントに共通しているのは、

ここ数年で急速に進展したアジア経済のグ

ローバル化をいかに自社に取り込むかという

視点が不可欠であるということです。

寄稿
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経営課題克服に向けた企業の動き（企業動向調査にみる）

福岡県、熊本県、長崎県の３県の企業を対象に行いました「企業動向調査アンケート」を基と
して、３県企業の景況感の他、企業における経営課題やその対応策、業界における新しい動きな
どについてレポートします。
なお、詳細資料についてはＨＰ（http://www.fukuoka-fg.com/tyosa/index.htm）にてご覧いただけます。

１．３県企業の景況感
悪化傾向続いているが、熊本県、福岡県では４
～６月期以降、改善に転じる動き
内閣府が公表した２００９年１－３月期のＧＤＰ

（２次速報値）によれば、実質ＧＤＰ成長率が前
期比▲３．８％（年率▲１４．２％）となり、２００９年１
－３月期は戦後最悪の落ち込みとなりました。
しかし、６月に発表された経済指標や日銀に

よる「金融経済月報」を見てみると、日本の景
気は２００９年１－３月期に大底を打ち、景気は下
げ止まりの動きに転じています。
そこで、本調査では福岡、熊本、長崎の企業

約２，１００社を対象にした景況感調査のアンケー
ト結果をもとに、各県の景気動向を探っていき
ます。
まず、福岡、熊本、長崎の３県企業の業況Ｂ

ＳＩ（１～３月期実績）をみると（図１）、福岡県
で▲４５（１０～１２月期比＋１）、熊本県で▲５３（同
－３）、長崎県で▲３５（同－５）と、３県の企業
の景況感は悪化しています。
続く４～６月期（見込み）では、福岡県は▲５４

と悪化した後、７～９月期は▲４９へと改善する
予想です。熊本県は４～６月期に微かに改善し、
７～９月期では▲３２へと２０ポイントの急速な改
善を予想しています。一方、長崎県は、４～６
月期、７～９月期も緩やかに悪化し続けるとい
う予想になっており、それぞれの県の企業景況
感は、やや異なる結果となりました。

総じて、３県の業況悪化のトレンドは、４～
６月には下げ止まりの気配を見せており、下げ
止まりのタイミングは異なるものの全国の景気
と同様の動きを見せていることが分かります。
次に、製造業と非製造業とに分けてみます（図

２、３）。
製造業では、福岡県で▲４３（同－１１）、熊本県

で▲６８（同－１６）、長崎県で▲３０（同－１７）と、３

図１ 業況ＢＳＩの推移（全産業）

図２ 業況ＢＳＩの推移（製造業）

図３ 業況ＢＳＩの推移（非製造業）

地域経済調査

表１ 回答企業の業種別構成

業種 企業数 構成比（%） 業種 企業数 構成比（%）
食料品 ３１ ５．７ 漁業 ６ １．１
繊維製品 ５ ０．９ 建設業 ８２ １５．１

化学・石油製品 １９ ３．５ 卸売業 ６６ １２．１
生コン・窯業・土石 ３３ ６．１ 小売業 ６９ １２．７
鉄鋼・非鉄 １３ ２．４ 不動産業 ２０ ３．７
金属製品 ２５ ４．６ 運輸・倉庫業 ３６ ６．６
一般機械 ２７ ５．０ ホテル・旅館業 ２２ ４．０

電子部品・電気機械 １６ ２．９ サービス業 ４１ ７．５
輸送用機械 ２２ ４．０
その他製造業 １１ ２．０ 合計 ５４４１００．０

※繊維製品、漁業、窯業については長崎県のみ。※鉄鋼・非鉄については福岡
県・長崎県のみ
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県ともに１０ポイント以上悪化しました（図２）。
堅調さを示していた長崎県も悪化に転じ、既に
悪化していた熊本県と福岡県は水準をさらに押
し下げました。ただし、熊本県は４～６月期で
▲５３を見込むなど、電子部品・電気機械や輸送
用機械の７～９月期での急速な改善を予想して
います。
非製造業では、福岡県で▲４７（同＋１０）、熊本

県で▲４１（同＋７）、長崎県で▲３７（同±０）と、
運輸・倉庫業や建設業の改善などで、福岡県と
熊本県は幾分持ち直しました。長崎県はホテ
ル・旅館業の低下などで前期と同水準の▲３７で
推移しました（図３）。４～６月期は、３県とも
揃って約１０ポイントの悪化を見込んでいますが、
７～９月期では熊本県と福岡県が改善、長崎県
は横ばいで推移すると予想しています。
非製造業全体の動きを見ると、落ち込みが昨

年１０～１２月に一旦下げ止まりの動きをみせたも
のの、以降横ばいが続き、上昇に転じる気配を
伺っているようです。一方、製造業全体の動き

を見ると、落ち込みのトレンドは続いているも
のの、勢いは１～３月期をピークに緩やかな落
ち込みに変わって行きそうです。
県別での動きをまとめると、昨年９月のリー

マンショックの後、福岡県と熊本県は自動車産
業などへ影響が波及し、１０～１２月期、１～３月
期と急激に景況感は悪化しました。しかし、そ
の悪化の状況は４～６月期（見込み）もしくは７
～９月期（予想）に下げ止まるということを示唆
する結果となりました。
一方、長崎県は１０～１２月期、１～３月期と景

気悪化の状況は非常に緩やかなものでしたが、
４～６月期、７～９月期についても製造業にお
いて景況感は緩やかに低下するという予想と
なっています。
九州でも、今回の企業の景況感調査が示すと

おり、悪化傾向に歯止めがかからない一方的な
状況から、回復に向けての足音が少しずつ聞こ
える状況へと変化し始めています。

（島浦 誠）

２．業界の動きと経営課題（３県合算）

●業界の新しい動き（複数回答）
◆全産業：業界の新しい動きとしては「新商
品の開拓（４２．１％）」、「新製品・新商品の開
発（３４．５％）」、「労働時間の短縮（３２．３％）」
が上位を占めています。前回０９年１月調査
との違いは、これらの項目を選択した企業
の割合が増加していることです。特に「労
働時間の短縮」は５．７ポイント増え、需要
減に対応した労働コスト抑制の動きが強
まっているといえます。そのほかに多かっ
たのは、「事業の共同化・集団化（２４．３％）」、
「経営の多角化（２１．３％）」で、「経営の多
角化」については前回調査より３．９ポイン
ト低下し、上位４番目から５番目へと順位
が下がりました。

◆製造業：食料品では「新製品・新商品の開
発（８２．１％）」が極めて高く、金属製品では
「労働時間の短縮（６６．７％）」、生コン等で
は「事業の共同化・集団化（５１．６％）」の割
合が高くなっています。

◆非製造業：サービス業、ホテル・旅館業な
どでは現状打開に向けた「新市場の開拓」
が、運輸・倉庫業では需要減少に伴い「労
働時間の短縮（５２．０％）」の割合が高くなっ
ています。

業界の新しい動き

地域経済調査
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公害対策・環境問題�

大企業の参入�

設備不足�

人材・人手不足（量）�

設備過剰�

不良在庫の拡大�
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関連商品の取り扱い開始�

品揃えを充実させた�

経営コンサルタントへの相談�

貯蓄の切り崩し�

製（商）品の大衆化を図った�

その他�
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●経営課題（複数回答）

◆全産業：経営課題のトップは「販売・受注

不振（６３．６％）」ですが、前回０９年１月調査

時よりも４．３ポイント低下し、その後に続

く「他社との競合（６０．１％）」、「価格競争の

激 化（４９．４％）」、「人 材・人 手 不 足（質）

（３４．４％）」などの割合が、前回調査時より

も増加しています。また前回４番目に位置

していた「材料費の高騰（２３．１％）」は９．６

ポイント低下して５番目に順位を下げ、

徐々に沈静化しつつあることが覗えます。

経営課題トップの「販売・受注不振」の

割合が高い業種は、一般機械（８０．８％）、繊

維製品（８０．０％）、金属製品（７９．２％）、建設

業（７３．２％）などとなっています。

●経営課題への具体的対応策（複数回答）

◆全産業：対応策としてのトップは「必要経

費の削減（７２．７％）」で、前回調査時よりも

６．１ポイント増加しており、コスト削減の

動きが活発化しています。続く上位は「販

売促進強化（５４．３％）」、「技術向上の促進

（３６．４％）」、「一層のサービス充実（２７．３％）」

となっています。

そのほかの対応策のなかで、前回調査時

と変化が大きいのは「製（商）品、サービス

の料金を下げた（２０．３％）」で５．８ポイント

増加、「従業員の削減（２６．０％）」で２．８ポイ

ント増加しています。

対応策トップの「必要経費の削減」の割

合が高い業種はホテル・旅館業（９０．５％）、

建設業（８５．５％）、サービス業（７７．８％）など

です。

経営課題への具体的対応策

経営課題
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３．各種ＢＳＩの動向（３県）

【調査の概要】
１．調査対象
�福岡県、熊本県、長崎県の３県に所在する企業。
�３県の業種別構成比を基に無作為抽出。
福岡県９９８社（回答企業１８４社、回収率１８．４％）
熊本県５０１社（回答企業９０社、回収率１８．０％）
長崎県６４０社（回答企業２７０社、回収率４２．２％）

２．調査時点：２００９年４月中旬～５月中旬

３．調査方法
�調査対象期間
２００９年１～３月期：実績、０９年４～６月期：見込み、
０９年７～９月期：見通し
�分析方法
各期について、前年同期と比較して業況が「良い」と答えた企
業割合から「悪い」と答えた企業割合を差し引いた指数（ＢＳＩ）
を基に経済動向を予測

売上高と経常利益

仕入価格、販売価格

在庫、操業度・稼働率

地域経済調査

●売上高と経常利益
◆全産業：０９年４～６月期の売上高は前期比一
段のマイナスとなりますが、７～９月期予想
では改善に転じるとしています。ただし、４
～６月期から７～９月期にかけての経常利益
は横ばいでの推移です。

◆製造業：化学・石油製品は売上高、経常利益
とも、他産業よりいち早く４～６月期（見込
み）に前期比改善に転じるとしています。

◆非製造業：１～３月期のホテル・旅館業は、
９割を超える事業所が売上悪化とし、４～６
月期以降は改善を見込んでいます。

●仕入価格と販売価格
◆全産業：先行きの販売価格は低下、仕入価格
は横ばいを見込んでおり、販売と仕入価格の
アンバランスが発生する見込みです。

◆製造業：鉄鋼・非鉄では７割以上の企業が仕
入価格、販売価格ともに、先行き低下するこ
とを見込んでいます。

◆非製造業：仕入価格は２割強の企業が低下を
見込むのに対し、販売価格は４割強が低下を
見込んでおり、採算性は厳しさを増す見込み
です。

●在庫と操業度・稼働率
◆全産業：在庫過剰の解消が進むのに伴い、操
業度・稼働率も増加へ転じる見込みです。

◆製造業：鉄鋼・非鉄や一般機械などでは、引
き続き操業度・稼働率を抑えており、急ピッ
チで在庫調整が進む見込みです。

◆非製造業：小売業や不動産業の在庫は、依然
として過剰感の強い状態が続く見込みです。
また、建設業の操業度は先行きも厳しい状況
が続くようです。
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合計
食料品 繊維

製品
生コン・
窯業・土石

化学・
石油製品

鉄鋼・
非鉄

金属
製品

一般
機械

電子部品・
電気機械

輸送用
機械

その他
製造業 漁業 建設業 卸売業 小売業 不動産業 運輸・倉庫業

ホテル・
旅館業 サービス業

回答数 （％）
販売・受注不振 ３３６ ６３．５ ４６．７ ８０．０ ６５．６ ５７．９ ６９．２ ７９．２ ８０．８ ８１．３ ６１．９ ６３．６ ３３．３ ７３．２ ６７．７ ５６．７ ４２．１ ５３．１ ５９．１ ５７．５
他社との競合 ３１８ ６０．１ ５０．０ ２０．０ ５３．１ ６３．２ ４６．２ ５４．２ ４２．３ ５０．０ ４７．６ ６３．６ １６．７ ７６．８ ７０．８ ７１．６ ４２．１ ４６．９ ５４．５ ６２．５
価格競争の激化 ２６２ ４９．５ ４０．０ － ５３．１ ５２．６ ３８．５ ６２．５ ４２．３ ４３．８ ３３．３ ４５．５ － ６８．３ ６３．１ ４７．８ ４７．４ ２１．９ ５０．０ ４２．５
人材・人手不足（質） １８２ ３４．４ ４０．０ ６０．０ １８．８ ２１．１ ４６．２ ２９．２ ３４．６ ３１．３ ３８．１ ３６．４ ６６．７ ３２．９ ３０．８ ４３．３ １０．５ ２８．１ ３１．８ ５０．０
製・商品価格の低迷 １２９ ２４．４ ２３．３ ４０．０ ４３．８ １５．８ ５３．８ ４１．７ １５．４ ３７．５ ２３．８ ７２．７ ５０．０ １８．３ ２６．２ １６．４ ２１．１ ３．１ ３１．８ １２．５
材料費の高騰 １２２ ２３．１ ６３．３ ４０．０ ６２．５ ５７．９ １５．４ １６．７ ２３．１ ３１．３ ３３．３ ２７．３ １６．７ １９．５ １３．８ ９．０ １５．８ ３．１ ２２．７ ７．５
取引先信用不安 １１２ ２１．２ １６．７ － ４６．９ １０．５ ２３．１ ２９．２ １１．５ １２．５ ２３．８ １８．２ － ２３．２ ３６．９ １３．４ ２１．１ １５．６ － １７．５
店舗・設備の老朽化 ９８ １８．５ ３０．０ ２０．０ ３１．３ ２１．１ １５．４ ８．３ １９．２ ６．３ － ９．１ ３３．３ ４．９ ７．７ ２６．９ ４７．４ ３１．３ ４５．５ １２．５
資金調達 ９２ １７．４ １０．０ ４０．０ ９．４ １０．５ １５．４ ８．３ ２３．１ ６．３ ９．５ ２７．３ － ２５．６ ６．２ １６．４ ３６．８ ３４．４ ３１．８ １２．５
原油価格の高騰 ６９ １３．０ １６．７ － ３７．５ ３６．８ １５．４ － ７．７ － ９．５ ９．１ ５０．０ ９．８ ７．７ ７．５ － ４３．８ － １０．０
雇用過剰 ６６ １２．５ － － ３．１ － ３０．８ ２０．８ ３８．５ ２５．０ １９．０ １８．２ － １４．６ １２．３ １３．４ １０．５ ９．４ ４．５ ２．５
債務過多 ６０ １１．３ １０．０ － １８．８ １０．５ ７．７ １２．５ ７．７ － ４．８ ２７．３ １６．７ ７．３ ４．６ １４．９ － ３１．３ ２７．３ ７．５
後継者難 ５９ １１．２ １０．０ － ６．３ ５．３ － ８．３ １１．５ ６．３ ２８．６ ２７．３ １６．７ １１．０ ４．６ １４．９ １５．８ ３．１ ９．１ ２２．５
金利負担の増大 ４３ ８．１ １３．３ － ６．３ １０．５ １５．４ ４．２ ３．８ － １９．０ １８．２ － ８．５ ６．２ ９．０ － ９．４ １３．６ ５．０
ＩＴ化への対応 ３４ ６．４ ６．７ － － ５．３ － １２．５ ３．８ ６．３ ９．５ － － ２．４ １０．８ １０．４ － １２．５ ４．５ ７．５
公害対策・環境問題 ３３ ６．２ １０．０ － ９．４ ５．３ ２３．１ － － － １４．３ － － ６．１ ４．６ ４．５ － ２１．９ － ５．０
大企業の参入 ３２ ６．０ ３．３ － － ５．３ － － ３．８ ６．３ ４．８ － － ７．３ １０．８ １４．９ １０．５ － ９．１ －
設備不足 ２８ ５．３ １６．７ ２０．０ ６．３ １０．５ － ４．２ － ６．３ － － ３３．３ ３．７ ４．６ ４．５ － ６．３ ９．１ ２．５
人材・人手不足（量） ２２ ４．２ ３．３ － － － － ８．３ － － － － － ４．９ １．５ ４．５ － ９．４ １３．６ １２．５
設備過剰 ２０ ３．８ － ２０．０ ３．１ ５．３ １５．４ ４．２ １１．５ － ４．８ ９．１ － － ３．１ １．５ ５．３ ６．３ ９．１ ２．５
不良在庫の拡大 １９ ３．６ １０．０ － － １０．５ － － － － ４．８ － － １．２ ９．２ ６．０ － ３．１ － ２．５
立地条件の悪化 １７ ３．２ － － － ５．３ － － － － ４．８ － － １．２ １．５ １６．４ － － ４．５ ２．５
海外との競合 １４ ２．６ － ４０．０ － － － ８．３ １１．５ １２．５ １４．３ － － １．２ １．５ － － － － －
その他 ７ １．３ － － － － － － － ６．３ － － － － － ４．５ ５．３ － ４．５ ２．５
合計 ５２９１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０

合計
食料品 繊維

製品
生コン・
窯業・土石

化学・
石油製品

鉄鋼・
非鉄

金属
製品

一般
機械

電子部品・
電気機械

輸送用
機械

その他
製造業 漁業 建設業 卸売業 小売業 不動産業 運輸・倉庫業

ホテル・
旅館業 サービス業

回答数 （％）
必要経費の削減 ３３６ ７２．７ ６９．２ ７５．０ ６６．７ ６６．７ ７５．０ ６６．７ ６５．４ ７３．３ ７０．６ ７５．０ ６６．７ ８５．５ ７０．９ ６４．５ ６４．３ ７５．０ ９０．５ ７７．８
販売促進強化 ２５１ ５４．３ ５７．７ ７５．０ ３３．３ ４４．４ ５８．３ ５０．０ ４６．２ ５３．３ ６４．７ ５０．０ ３３．３ ５０．０ ６１．８ ６２．９ ４２．９ ４６．９ ７１．４ ５８．３
技術向上の促進 １６８ ３６．４ ４２．３ ７５．０ ２２．２ ３８．９ ６６．７ ６２．５ ６１．５ ７３．３ ４７．１ ７５．０ ３３．３ ５６．５ ２０．０ １４．５ ７．１ ２５．０ ４．８ ３０．６
一層のサービス充実 １２６ ２７．３ １９．２ － ７．４ １１．１ １６．７ １６．７ １５．４ ２６．７ １７．６ １２．５ － ２２．６ ２９．１ ５４．８ ２１．４ ２８．１ ５２．４ ３３．３
従業員の削減 １２０ ２６．０ １５．４ ２５．０ ３３．３ １６．７ １６．７ ２０．８ ３８．５ ２０．０ ２９．４ ５０．０ － ２７．４ ２９．１ １９．４ ２８．６ ３１．３ ３３．３ ２２．２
設備の改善・拡充 １１８ ２５．５ ５３．８ ２５．０ ３３．３ ３３．３ ４１．７ ２９．２ ２６．９ ３３．３ ４７．１ ３７．５ ３３．３ ６．５ １０．９ ２１．０ ２８．６ ３１．３ １９．０ ３０．６
新製（商）品、サービスの開発 ９７ ２１．０ ３８．５ ２５．０ ２５．９ ５５．６ １６．７ １６．７ ２３．１ ４０．０ ２３．５ ５０．０ ３３．３ ９．７ ２１．８ ９．７ ７．１ ９．４ ３８．１ １６．７
製（商）品、サービスの料金を下げた ９４ ２０．３ ７．７ － ２５．９ ５．６ ３３．３ ３３．３ ２３．１ ２６．７ ５．９ － － １４．５ ２０．０ ２４．２ ４２．９ １５．６ ４７．６ １３．９
従業員の雇用 ７５ １６．２ １５．４ － １１．１ １１．１ ８．３ １２．５ １５．４ １３．３ ２３．５ － ３３．３ １９．４ １６．４ １６．１ ７．１ ２５．０ ４．８ ２７．８
金融機関への相談 ６９ １４．９ １１．５ ２５．０ ２５．９ － － ４．２ １１．５ ６．７ １７．６ ３７．５ － １６．１ １０．９ １６．１ ２１．４ ２８．１ ２８．６ ８．３
製（商）品、サービスの料金を上げた ６２ １３．４ ４６．２ ２５．０ ３３．３ ２２．２ ８．３ ８．３ １１．５ ６．７ ５．９ １２．５ ３３．３ １．６ １４．５ １４．５ － １２．５ ４．８ ８．３
関連商品の取り扱い開始 ５３ １１．５ ７．７ － － １１．１ ８．３ ８．３ ３．８ － ５．９ ２５．０ － １１．３ ２０．０ ２９．０ ７．１ ６．３ － ８．３
品揃えを充実させた ５２ １１．３ １５．４ － ３．７ ５．６ － － － － － １２．５ ３３．３ ３．２ ２９．１ ３０．６ － ３．１ １４．３ ８．３
経営コンサルタントへの相談 ４０ ８．７ ３．８ － ３．７ １１．１ － － １１．５ １３．３ １１．８ ３７．５ － １２．９ ７．３ ３．２ ７．１ ９．４ ２８．６ ５．６
貯蓄の切り崩し ３９ ８．４ １１．５ － １４．８ １１．１ ８．３ ８．３ ３．８ － － ２５．０ ３３．３ １１．３ ５．５ ８．１ － １５．６ ４．８ ５．６
製（商）品の大衆化を図った ２８ ６．１ １５．４ － ３．７ ５．６ ８．３ － － － － － ３３．３ １．６ ５．５ １２．９ １４．３ ３．１ ９．５ ８．３
売り場スペースの見直し ２４ ５．２ ７．７ － ３．７ － － － － － ５．９ － － － － ２１．０ ７．１ － ４．８ １３．９
製（商）品の高級化を図った ２２ ４．８ １９．２ － ３．７ １１．１ １６．７ ４．２ ３．８ － ５．９ － － １．６ １．８ ４．８ ７．１ ３．１ － ５．６
営業時間の延長 ７ １．５ ３．８ － ３．７ － － － － － － － － １．６ １．８ ３．２ － ３．１ － －
その他 ２７ ５．８ ３．８ － １１．１ － １６．７ ８．３ ７．７ １３．３ － － － ６．５ １．８ ３．２ ７．１ ６．３ ９．５ ８．３
合計 ４６２１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０

合計
食料品 繊維

製品
生コン・
窯業・土石

化学・
石油製品

鉄鋼・
非鉄

金属
製品

一般
機械

電子部品・
電気機械

輸送用
機械

その他
製造業 漁業 建設業 卸売業 小売業 不動産業 運輸・倉庫業

ホテル・
旅館業 サービス業

回答数 （％）
新市場の開拓 １９８ ４２．１ ５０．０ ３３．３ ２２．６ ３６．８ ５０．０ ３７．５ ５０．０ ３７．５ ４３．８ ４０．０ ２５．０ ４１．３ ５２．６ ３６．４ ４３．８ ２０．０ ５３．３ ５７．９
新製品・新商品の開発 １６２ ３４．５ ８２．１ ３３．３ ３５．５ ５７．９ ２５．０ ２９．２ ６１．５ ５０．０ ３７．５ ３０．０ ２５．０ １６．０ ３６．８ ３４．５ ２５．０ ４．０ ４０．０ ２３．７
労働時間の短縮 １５２ ３２．３ ３５．７ ６６．７ ４１．９ ２１．１ ５０．０ ６２．５ ５３．８ ２５．０ ３１．３ ３０．０ － ２０．０ ２６．３ ２３．６ ２５．０ ５２．０ ２６．７ ３１．６
事業の共同化・集団化 １１４ ２４．３ １７．９ － ５１．６ ２６．３ ８．３ ８．３ １１．５ １８．８ ６．３ １０．０ ５０．０ ２２．７ ２９．８ ３４．５ １２．５ ３６．０ ３３．３ １５．８
経営の多角化 １００ ２１．３ １７．９ － ２２．６ ５．３ １６．７ ８．３ － ６．３ ６．３ ２０．０ － ４４．０ １７．５ ３０．９ ４３．８ １２．０ １３．３ １８．４
新技術の導入 ６５ １３．８ １４．３ － １２．９ ２６．３ １６．７ １２．５ １５．４ ３７．５ １８．８ １０．０ ５０．０ １８．７ ３．５ ７．３ １８．８ １２．０ － １３．２
系列化 ５９ １２．６ １０．７ ３３．３ １６．１ － ８．３ ８．３ ７．７ － ６．３ ２０．０ － ６．７ ２２．８ ２３．６ － ２０．０ ２０．０ ７．９
事業転換 ４９ １０．４ １０．７ ３３．３ － １０．５ １６．７ １６．７ １１．５ － ６．３ － － １６．０ ７．０ １２．７ ３１．３ ８．０ － ７．９
異業種間の交流 ４８ １０．２ ７．１ － ９．７ － １６．７ １２．５ － ３１．３ １２．５ － － １２．０ １４．０ ５．５ ６．３ ８．０ － ２１．１
海外進出 ２１ ４．５ ７．１ ３３．３ ３．２ １５．８ １６．７ ４．２ ７．７ ６．３ ６．３ － － ２．７ ３．５ ５．５ － － － －
郊外への移転進出 ４ ０．９ － － － － － － － － － － － １．３ － ５．５ － － － －
その他 ２１ ４．５ － － － － ８．３ － ３．８ １２．５ ６．３ １０．０ － ５．３ － ３．６ － １６．０ ６．７ １０．５
合計 ４７０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０

業界の新しい動き（複数回答）

経営課題（複数回答）

経営課題への具体的実施策（複数回答）
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大変満足�
25.4％�

満足�
49.3％�

普通�
20.9％�

やや不満�
4.5％�

「満足」以上の評価は約75％�

今　回�
（商談総数399、�
アンケート回答数268）�

前　回�
（商談総数181、�
アンケート回答数131）�

H20.11開催分�

0（％）� 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

成約した� 成約の可能性あり� 商談継続中� 商品PRができた� 成果無�

4.1 19.8 29.1 32.1 14.9

0.8

15.3 15.3 38.9 29.8

85.1

70.3

九九州州食食のの商商談談会会 食食のの魅魅力力ととここだだわわりりがが集集結結��
フフーードド・・アアググリリアアイイラランンドド九九州州２２００００９９開開催催

２００９年５月１９日、ふくおかフィ

ナンシャルグループ傘下行の主催

による「フード・アグリアイラン

ド九州２００９」を福岡銀行本店ビ

ルにて開催致しました。九州・山

口全域から「こだわりの食材」や

「付加価値の高い商品」を取り扱

う食品関連企業９３社が出展し、

百貨店、スーパーなどのバイヤー

の方々と活発な商談を行い大盛況

となりました。この商談会の模様

についてご紹介致します。

バイヤーの方々のニーズを捉えた
商談会を企画

ふくおかフィナンシャルグルー

プでは、昨年１１月に「食の商談会」

を個別商談形式で開催しました。

この商談会に参加したバイヤー

の方々と意見交換する中で最も多

かった要望が、個別商談形式と

ブース展示形式をセットにした商

談会の開催です。これは、バイヤー

の方々が実際に展示された商品を

見ながら商談が行えることや多く

の参加企業と自由な形で商談がで

きることが理由です。

商談が成約に繋がり易くなるよ

う、バイヤーの方々のニーズに応

えたブース展示形式の商談会を行

う場合、会場費や設営費などの費

用負担が大きな課題となります。

そのため、今回初めての試みとし

て、ブース展示会場に本店ビルを

利用することで、参加企業の出展

料を比較的抑えることが可能とな

りました。（一般企業５万円、Ｆ

ＦＧ経営者クラブ会員企業２万

円）

ＦＦＧ商談会最多の商談件数と商
談成約率のアップ

本商談会において、特に事務局

で注力したのは、個別商談件数を

増やすとともに商談の成約率を高

めることです。

今回、参加企業の取扱商品に幅

広く対応できるよう、催事・生

鮮・グローサリー（食料品）など各

分野について満遍なく、全国から

３１名（１８社）のバイヤーの方々を

招致致しました。

また、商談の成約率を高めるに

は、バイヤーの方々と参加企業の

ニーズを如何に効率的にマッチさ

せるかが重要となります。そこで、

事前にバイヤーの方々にヒアリン

ＦＦＧニュース

展示会場風景（福岡銀行本店ビル１０階）

図１ 個別商談会の状況（前回との比較） 図２ 商談会の満足度

（出所）参加企業アンケート

（出所）参加企業アンケート
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グした商談ニーズをベースに参加

企業を募集し、その上で参加企業

の商談希望を加味した商談を設定

するという形式を採りました。

個別商談については、参加企業

１社あたり４件程度、本商談会全

体では、ＦＦＧが主催する商談会

としては最多となる４００件の商談

を設定しました。

このようにバイヤーの方々と参

加企業のニーズをきめ細かく商談

設定に反映したことが奏功し、商

談結果としては、図１のように前

回の個別商談会を上回る成約が見

込まれる状況です。

また、参加企業の満足度も、回

答者の約７５％が「満足以上」と

いう高い結果となっています。（図

２）

バイヤー、来場者の方々にも好評

個別商談会に参加したバイヤー

の方々の感想としては、「催事で

直ぐに採用したい商品があった」

「九州の魅力のある食材が幅広く

取り揃えてあり、実のある商談が

できた」など大変好評です。

また、ブース展示会場は、個別

商談会の参加バイヤーの方々以外

に、ＦＦＧのネットワークにより

百貨店・スーパー・商社、ホテル、

給食会社、レストラン等の食品仕

入担当者やバイヤーの方々、大学、

調理師学校、行政関係者など約８５０

名のご来場をいただき、フリーの

商談と商品ＰＲの場となりました。

ご来場されたバイヤーの方々か

らは、「展示スペースがコンパク

トなので、商品が絞りこまれ商談

がしやすかった」「会場へのアク

セスが非常に良いので、交通手段

や時間を気にせず商談ができた」

などのご意見も頂きました。

産学連携と大学産まれの食フェア

また本商談会では、九州内の大

学と食品メーカーとの共同開発

（共同研究）により商品化された

“産学連携食品”を特集した「大

学産まれの食フェア」を同時開催

致しました。

現在、ふくおかフィナンシャル

グループでは、地域産業と大学と

の技術マッチングのお手伝いなど

産学連携に取り組んでいるところ

であり、今回の企画も、この一環

として取り組んだものです。

出展された商品は、農学系、工

学系の先生方との連携によりブラ

ンド化された日本酒、ソーセージ、

新種の野菜、焼酎、お茶、健康飲

料水など分野は様々ですが、いず

れも、一味違った特徴を持つ興味

深いものばかりで、一際、ご来場

者の注目を集めました。

これら商品を取り扱う企業は、

起業間もない大学発ベンチャーか

ら、業歴の長い老舗メーカーまで

幅広く、求めるニーズも様々です。

ある企業からは、「私の会社は、

設立２年目。まさにこれから販路

拡大に傾注していく段階。今回の

商談会は今後の販路拡大の良い機

会となった。良い商談を頂いたの

で、当社の生産体制を十分に整え

ながら事業拡大に繋げたい」との

コメントを頂きました。

自社商品の差別化や付加価値向

上を目指すうえで、大学が持つ技

術を活用することは極めて有効な

手段の一つであると思われます。

このような企業のニーズにお応え

するため、引き続き産学連携の場

の提供に取り組んでいきたいと考

えています。

最後に

今回の商談会開催に当たり、開

催趣旨にご賛同いただきました大

分銀行・宮崎銀行、及び行政機関

の皆様のご協力により、オール九

州による「食の商談会」を開催す

ることができましたことに大変感

謝いたします。

今後とも、ふくおかフィナン

シャルグループでは皆様の販路拡

大やビジネスマッチングに繋がる

商談会の開催に努めてまいります。

【お問合せ先】
ＦＦＧビジネスコンサルティング
担当：今泉／大野ＴＥＬ：０９２－７２３－２２４４

個別商談風景（福岡銀行本店ビル５階ビジネスマッチングフロア）
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中中国国大大連連市市ににおおけけるるチチャャレレンンジジシショョッッププ開開設設とと
個個別別商商談談会会開開催催

ふくおかフィナンシャルグルー

プ（以下、ＦＦＧ）では、九州企業

の中国ビジネスをサポートするた

め、中国大連市においてチャレン

ジショップを開設し、個別商談会

を開催いたしましたので、お知ら

せします。

１．「チャレンジショップ」オー

プン

５月２４日�、北九州市やＦＦＧ

ビジネスコンサルティングなどが

共同で運営する「日本北九州商品

展示販売センター」（通称：大連

チャレンジショップ）が多くの観

衆が見守る中、関係者によるテー

プカットなどにより華々しくオー

プンしました。

大連チャレンジショップ出展企業

の募集

ＦＦＧでは、大連チャレンジ

ショップの出展企業を引き続き募

集いたします。出展期間は６ヵ月

単位ですので、今後、１１月と５

月に商品の入れ替えが予想されま

す。空いたスペースにつきまして

は、先着順で出展が可能です。な

お、食品、化粧品の展示販売の場

合、中国での諸手続きに数ヵ月か

かることもありますので、お早め

にお申込いただく必要があります。

中国市場開拓の足がかりとして、

また、テストマーケティングの拠

ＦＦＧニュース

名 称 日本北九州商品展示販売センター

設置期間 ２００９年５月２４日～２０１１年９月

場 所 大連心悦大酒店 （大連市内のホテル）

募集数
６０スペース
工業製品等：幅５０�×高さ１００�
食品・雑貨：幅５０�×高さ５０�×奥行き５０�

開設時の
出 展
企業数

４９社（５９スペース）
内訳：工業分野１７社、食品分野１４社、

雑貨分野１２社、その他６社

機 能
現地スタッフが出展品の紹介を通して中国市場でのニーズ調査を実施
し、情報を出展者へ還元

出展対象
【工業製品等】：ＰＲパネル展示など
【食品・雑貨】：小売販売（食品については、大連の日本食スーパーに
て一部販売）

出展料
（税込）
（１スペース
あたり）

北九州市内企業：７，０００円／月※１

北九州市外企業：１５，０００円／月※２

※１ 北九州商工会議所会員：５，０００円／月
※２ ＦＦＧ３行のお取引先：１２，０００円／月（左記に加えて、北九州商工

会議所会員の場合は１０，０００円／月）

初回登録料
（税込）

１０，０００円／社※３

※３ 北九州商工会議所会員：無料

出展期間 ６ヵ月単位

大連チャレンジショップ概要

【出展の条件】
・物流費用や諸税、検査費用などは出展
者のご負担となります。
・食品、雑貨については商品の無償提供
が必要です。
詳細は文末の【お問合せ先】までご連
絡ください。
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点として、是非このチャレンジ

ショップをご活用ください。

２．ＦＦＧ主催の「個別商談会」

開催

５月２５日�、大連チャレンジ

ショップに出展する企業など中国

ビジネスに関心を持つ企業を対象

とした個別商談会を、大連市政府

とふくおかフィナンシャルグルー

プの主催で行いました（参加料は

無料）。

本商談会には、中国での販路開

拓やパートナーを求める日本企業

５２社が参加し、中国企業１３０社と

約４００件の個別商談を行い、大連

市において開催された個別商談会

としては過去最大規模となりまし

た。

集計アンケートより

当日は、九州各地の幅広い業種

の企業が、大連市政府と福岡銀行

大連駐在員事務所とが協力して招

致した中国企業と、タイムスケ

ジュールに沿って商談を行いまし

た。参加企業の商談ニーズに基づ

いて中国企業を選定したことから、

具体的で効率的な個別商談が実現

しました。予定外に来場する中国

企業もあり「商談時間が足りな

い」という声もありましたが、１

社あたり平均８社の中国企業と商

談を行い、約８割の企業が「成果

があった」と回答されています。

参加した日本企業５２社の半数

以上が初めて海外商談会・展示会

に参加したとのことでしたが、「中

国企業の勢いを感じることができ、

大変勉強になった」「大連でのビ

ジネスに自信が持てました」と

いった感想が聞かれました。

大連で関心の高い分野

中国企業の関心が高かったのは、

化粧品、食品（特に健康食品）、介

護用品など、生活水準の向上によ

り高い需要が見込まれる商品に加

えて、環境、造船といった大連市

が産業集積に力を入れている分野

でした。

サンプルや見積もり依頼を受け

る企業や、商談会後、現地の工場

や店舗に出向くなど、早速具体的

な商談に進展している企業も多数

見られました。

ふくおかフィナンシャルグループの

中国ビジネス支援

ふくおかフィナンシャルグルー

プは、お取引先企業の中国ビジネ

ス支援のため、大連、上海、香港

に駐在員事務所を設置しています。

今回ご紹介したチャレンジショッ

プや大連商談会以外にも、「もの

づくり商談会＠上海２００９（７月１６

日開催）」や「日本食品展示商談

会ｉｎ上海（仮称、１０月末開催予

定）」などを計画しておりますの

で、是非ともご活用ください。

（長田 修一）

【お問合せ先】
ＦＦＧビジネスコンサルティング
担当：長田／渡辺ＴＥＬ：０９２－７２３－２２４４

ショップ内の商品陳列棚 個別商談風景�

個別商談風景�

ショップ入口に設置されている、映像と音声（中国語）
により出展企業の商品を紹介するシステム
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REPORT

昨今の中国経済は、世界的な金融危機や最大

の輸出相手国であるアメリカの景気低迷の影響

を受けてはいるものの、温家宝首相が２００９年３

月の全国人民代表大会後の会見で、０９年の政府

目標である経済成長率８％の達成は可能である

と明言したように、実際０９年第１四半期の実質

ＧＤＰ成長率の速報値は前年同期比プラス

６．１％となり、この不況下でも世界において高

い水準を維持しています。

しかしながら、そんな経済発展の著しい中国

にあって特別行政区である香港では、金融危機

により４大産業（金融・物流・観光・商業支援

等サービス）のうち、金融・物流・観光の３分

野で大きな打撃を受けています。こうした状況

を深刻に捉えた中央政府は、香港経済を支援す

る目的で様々な措置を打ち出しました。

今回はこれらの動きを踏まえながら、香港の

現状についてリポートいたします。

１．悪化する香港の経済動向

香港は、広東省珠江デルタ地区（香港、広州、

深センなどの都市を含む）の経済特区制度を活

用して発展を遂げ、同地区の経済成長を牽引す

る役割を果たしてきました。

しかし、近年は上海・広州・深センといった

中国本土の経済都市が急速に力を付けてきたこ

とで、本土へのゲートウェイとしての優位性は

低下してきています。また国際金融センターと

しての位置付けも、中央政府が上海の国際金融

化政策を打ち出したことで低下し、香港内にも

動揺が広がっています。

香港にある製造業の生産拠点が１９９０年代前半

までに中国本土へ移転し、サービス産業が香港

ＧＤＰの約９割を占めるようになる中、２００８年

中頃まで安定成長していた香港経済は、同年９

月の国際金融危機による世界的な不況の影響で、

０８年の実質ＧＤＰ成長率は２．４％増（前年比４．０

ポイント減）、０９年第１四半期は７．８％減と大き

く減速しました。消費者物価上昇率も０８年は

４．３％と上昇傾向にありましたが、０９年第１四

半期には１．７％と下降しています。また、失業

率も０８年には３％台まで回復していましたが、

０９年第１四半期には５．１％と悪化しています（表

１参照）。

海外リポート

中華人民共和国「香港特別行政区」の現状

２００５年 ２００６年 ２００７年 ２００８年
２００９年
第１四半期

実質ＧＤＰ成長率 ７．１ ７．０ ６．４ ２．４ ▲７．８

消費者物価上昇率 １．０ ２．０ ２．０ ４．３ １．７

失業率 ５．６ ４．８ ４．０ ３．６ ５．１

表１ 香港経済指標 （％）

出所：Hong Kong Census and Statistics Department
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２．中央政府の香港に対する政策

０９年４月、中央政府は常務会議で、香港と広

東省の広州市・深セン市・東莞市・珠海市に上

海市を加えた５つの都市において、対外貿易で

の人民元建による貿易決済を開始する方針を決

定しました。

現時点で詳細は不明ですが、広東省で３００社・

上海市で１００社が人民元決済を行える指定業者

に選定される見込みです。香港において外貨に

加え人民元での為替取引が開始されれば、中国

本土に拠点を有しなければできなかった人民元

建の取引を香港で取り扱うことが可能となりま

す。さらに、中国本土の香港系銀行による人民

元債の発行解禁により人民元の調達方法が多様

化し、中国本土での業務に不可欠な人民元の資

金が集め易くなります。この政策実施が香港の

国際金融センターとしての地位を高めると同時

に、人民元の国際化にも寄与するものと期待さ

れています。

また、金融以外の分野においても、香港系加

工貿易企業の中国国内への販売支援、深セン市

民の香港旅行に関するビザ発給の条件緩和、中

国のツアー旅行者が香港を拠点とする船に乗船

し香港経由で台湾に旅行することへの認可、大

規模インフラ整備プロジェクト（香港－珠海－

マカオ大橋、香港－深セン空港間鉄道、広州－

深セン－香港高速鉄道の早期着工）などの支援

策が打ち出されており、香港経済を全面的に

バックアップする中央政府の姿勢がうかがえま

す。

３．人民元決済が可能になった際の外資企業の

メリット

香港と中国本土、特に華南地区の間で人民元

決済が可能となった場合、香港にある日系企業

などにとって、どのようなメリットが考えられ

るでしょうか。香港に拠点を置く日系企業の大

半は、中国本土と海外とのハブ的な役割を果た

しています。それぞれの通貨が取扱えるメリッ

トを活かし資金調達・決済・外国為替を集中さ

せた財務面での統括管理部門を強化させたり、

香港の低税率をうまく活用したりすることが今

まで以上に活発になるのではないかと考えられ

ます。

金融危機の影響であらゆる産業が打撃を受け、

香港を拠点とした中国や東南アジアへの進出は

現段階では魅力を欠いているように思われます。

しかしながらハイレベルな金融システムを備え、

今後も経済発展を続けるであろう中国との貿易

の中継地点としての役割を十分果たせるだけの

港湾施設を兼ね備えた香港は、やはり世界が注

銅鑼湾が人で溢れる様子（平日２０時頃）

回転すしの店先で順番待ちする様子
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目する商業都市のひとつであることに間違いあ

りません。

４．駐在員から見た香港のカルチャー・習慣等

香港駐在員赴任後３ヵ月の私が実際に見て感

じた、香港の印象について述べたいと思います。

この不況下、「買物天国・美食天国」といわれ

る香港とは言ってもあまり活気がないのではと

思いながら、実際に街の中へ繰り出すと、午後

８時以降にも街は人で溢れかえっていて、不況

の影響を全く感じさせない光景を目にします。

私がよく行くのは銅鑼湾（コーズウェイベイ）

という街ですが、福岡で言えば天神と中洲が融

合したようなところです。ここはデパートや飲

食店が数多く連なっており、特に店の前に人が

溢れているのがお寿司屋さんです。数多くの日

本式飲食店があるなか、ここ数年は、回転寿司

に人が流れています。かつては休日に飲茶に

行っていたファミリー層も、割高であるにもか

かわらず、回転寿司に足が向いているようです。

その中でも特に、香港人オーナーの寿司チェー

ン店が人気で、このオーナーは昨年、今年と築

地市場のマグロの初せりで高級マグロを最高値

で競り落とし、日本でも話題になった人物です。

「刺身は日本人が世界に誇る食文化なのに、な

ぜもっと世界に刺身文化を発信しないのか」と

感じ、日本に頻繁に足を運んで情報を収集され

ているそうです。

私が香港の食品商社の方にお会いした時に、

「これから日本の食品で何が売れそうですか」

と尋ねたところ、「何が売れるか、こっちが知

りたいくらいだよ」と返されました。これは別

に冷たく対応されたわけではなくて、香港には

いろいろな商品が世界各国から集まっており、

何がブームになるかわからないということを象

徴した発言であるといえます。さらに、この方

が語気を強めて「日本のサプライヤーは日本で

売れているから香港でも売れるはずだと言って

商談を持ち込んでくるが、もっと香港に関する

調査（マーケティング、カルチャー等）を行って

から商談に臨むべきだ。」と話していました。

以上のようなことを目にしたり耳にしたりす

ると、香港という都市のポテンシャルの高さを

実感しますし、まだまだ工夫次第でビジネス

チャンスを手にすることは十分に可能であると

思うのです。

５．最後に

この不況下、香港・華南地区の日系企業の

方々からお聞きすることは、決まって売上が大

きく落ち込んだということです。しかし、今後

も経済成長を続けていくであろう中国や東南ア

ジアのマーケットを対象としたビジネスは、当

然、世界各国の投資家たちから注目されること

でしょう。

世界が注目するマーケットの中心に位置する

香港は、レッセフェール（自由放任）政策やタッ

クスヘイブン（租税回避地）といった優遇制度の

ほか、港湾設備や物流倉庫などの社会インフラ

も充実しています。したがって中国や東南アジ

アとビジネスを行う場合、香港を経由するなど

香港の優位性を再認識して、事業計画を検討す

る必要があるのではないでしょうか。

福岡銀行の海外駐在員事務所（大連・上海・

香港）では、お客様が海外でビジネスを行う際

に必要となる情報の収集等を行っております。

これから海外ビジネスを検討される方も、ＦＦ

Ｇ３行のお取引店を通じてお気軽にご連絡くだ

さい。

（香港駐在員事務所 末松 尚樹）

参考：ＮＮＡ ＡＳＩＡ記事

海外リポート
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上海編

ＰＲＯＦＩＬＥ

リバテープ製薬株式会社 ～利巴泰製薬株式会社～

今回は上海より、リバテープ製薬株式会社を
ご紹介します。同社は熊本県鹿本郡植木町に本
社を構える医薬品・医療品メーカーで、日本で
最初の救急絆創膏を開発したことで有名です。
現在では、医療機関向けの商品開発・販売を中
心に、個人向け化粧品等の開発・販売も行って
います。また、医療分野の品質保証国際標準規
格である「ＩＳＯ１３４８５」の認証や、製品の安全
基準を示す「ＣＥマーク」を取得し、海外市場
での販売強化に乗り出しています。
同社は、中国を欧米と並ぶ輸出の主力市場と

考えており、リバテープブランドの中国定着を
目指し、２００７年８月に上海事務所（利巴泰製薬
株式会社 上海代表処）を開設しました。また、
当社の中国語社名である「利巴泰（りばたい）」
は、現地での販売拡大を見据え、中国でも商標
登録も行っています。
上海事務所を開設した当初、中国市場への第

一弾として投入した製品は、絆創膏（リバテー
プ）ではなく、熊本特産の「馬油」でした。中
国では、「馬油」が化粧品として分類され、当
局の認可を受ける必要から、中国での厳しい審
査を経験しての販売となりました。中国の空気
は乾燥が激しく、肌が荒れやすいため、保湿性
の高い「馬油」は中国の中高所得者層に徐々に
受け入れられた様です。現在では上海の薬局（約
１００店舗）で購入できるまでに至っています。
また、第二弾の製品として、来年早々にも、

同社主力の絆創膏（病院向けの大型絆創膏と新
製品の１０ミクロンの極薄タイプの絆創膏）を投
入する予定です。中国市場の将来性と採算性を
念頭に入れた、新たな商品投入を行い、事業展
開の拡大を図る予定です。

中国国内での「馬油」や「絆創膏（リバテー
プ）」の販売活動は、現地法人の資格がないと
販売活動が認められていません（事務所での販
売活動は不可）。そこで、現実的な販売方法と
して手を打ったのが、今年初めより開始した日
系大手の医療代理店による委託販売です。販路
拡大を目的に新たなビジネスモデルとしてス
タートし、これからの事業拡大が期待されてい
ます。

手探りの中での中国への輸出事業と販促活動
は、日本と違い苦労も多かったとのこと（利巴
泰製薬株式会社 上海事務所首席代表の滝口氏
談）。日本では、ある程度化粧品として認知さ
れている「馬油」ですが、中国での更なる普及
のため、まず「馬油」そのものの機能や安全性
を広く認知させる必要がありそうです。
今後、当社の製品は病院・薬局・ドラッグス

トアの３つの販路を軸にマーケット戦略を進め
て行く予定です。九州発の製品を中国で見かけ
ることがまた多くなりそうです。

（上海駐在員事務所 守部 直文）

■現地事務所名／利巴泰製薬株式会社 上海代表処
■住 所／上海市中山南路２８号久事大厦４楼B座
■Ｔ Ｅ Ｌ／＋８６‐２１‐６３３０‐９２８８
■Ｆ Ａ Ｘ／＋８６‐２１‐６３３０‐９０２８

■日本本社名／リバテープ製薬株式会社
■住 所／熊本県鹿本郡植木町岩野４５番地
■Ｔ Ｅ Ｌ／０９６‐２７２‐０６３１
■Ｆ Ａ Ｘ／０９６‐２７５‐１０６４

海外進出最前線

昨年の上海ジャパンフェアにも出展

リバテープ上海の滝口首席代表と陳女史
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九州の鉱工業生産動向
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（出所）九州経済産業局
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（出所）九州経済産業局

［基調判断］……………生産は持ち直しの動き

２００９年４月の九州の鉱工業生産指数（季節調整済）は、在庫調整が進んだ結果、前月比９．０％上昇し、

２ヶ月連続で前月実績を上回りました。九州地区の生産には持ち直しの動きがみられます。

［業種別動向］……………全１７業種のうち上昇１２業種、低下４業種、横ばい１業種

鉱工業生産指数の前月比９．０％の上昇について、業種別に寄与度をみると、九州経済の基幹産業と

いえる輸送機械工業、化学工業、電子部品・デバイス工業が大きく、一般機械工業、鉄鋼業などはマ

イナスとなりました。

九 州経済動向
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福岡県の最近の経済動向
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福岡県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）

（出所）福岡県
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（出所）九州経済産業局

［福岡県の景気］……厳しい情勢ではあるが一部に持ち直しの動きあり

企業部門は生産活動に回復感が見られます。また、公共投資も前年実績を上回りました。さらに、

企業倒産についても、緊急保証制度の効果もあり件数は前年を下回りました。しかし、家計部門は依

然として生活防衛意識が強く、大型小売店販売額は前年を下回っています。新設住宅着工も、住宅市

場の冷え込みの影響で分譲をはじめ持家、貸家ともに前年比減少しました。

福岡県の景気は、厳しい情勢ではありますが、一部に持ち直しの動きがあるといえます。

［生産活動］……………一般機械、輸送機械で前月比上昇

３月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、基幹産業である自動車や半導体について、

減産幅を緩和したことなどの影響で、総合指数は

７１．２と、前月比７．７％上昇しました。

主要業種では鉄鋼と化学は前月と同じ指数でし

たが、一般機械で前月比１８．３％、輸送機械で前月

比１０．８％上昇しました。

生産活動は、最悪期を脱しつつあるといえます。

［大型小売店］……………百貨店は減少、大型スーパーは増加

百貨店では高温多照の影響で春物衣料品が伸び

悩んだことや高額品を中心に売上不振が継続した

ことにより前年比１４．４％減となりました。

一方、スーパーは消費者の節約志向で割安なプ

ライベートブランド（ＰＢ）商品が堅調で前年比

３．９％増加しました。

トータルでは前年比４．７％減の５２７億円となり、

依然として消費者の生活防衛意識が強く働いてい

るといえます。

福岡県経済動向
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福岡県経済動向

［住宅建設］……貸家・分譲の減少が著しく５ヶ月連続の前年割れ

４月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比

２０．４％減の６５７戸、貸家で同５２．７％減の１，１２２戸、

分譲で同４１．８％減の４８１戸とすべての指標で減少

し、全体では同４３．８％減の２，２６４戸と、５ヵ月連

続で前年を下回りました。

特に貸家・分譲住宅が著しく減少しています。

これは雇用所得環境の厳しさに加え、住宅分野の

市場が冷え込んでいて、在庫処分を優先させる業

者の動向が着工を抑制していると考えられます。

持ち家の減少については６月から始まる長期優

良住宅制度を活用するために着工を延ばしている

消費者がいることが考えられます。

［公共工事］……………請負金額、件数ともに前年を上回る

４月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比３４．０％増の６１９件、金額が同２８．４％

増の４４７億円と、緊急経済対策による前倒し発注

の影響もあり共に前年を上回りました。

発注者別では「国」が新若戸道路工事などによ

り同８０．３％増、「その他」が福岡市土地開発公社

による九州大学統合移転用地造成工事で同

１５２．５％増加しています。

［企業倒産］……………倒産件数は減少するも、負債総額は増加

５月の福岡県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、中小企業の資金繰りを支援する緊急保証

制度の利用拡大や公共工事の前倒し発注が歯止め

をかけ、件数は前年比８．７％減の４２件となりまし

た。

ただし、大型倒産が建設業で１件（負債総額約

６７億円）発生したため、負債総額としては同３９．６％

増加となる１７９億１，４００万円となりました。

福岡県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

福岡県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

福岡県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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熊本県の最近の経済動向
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熊本県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）

（出所）熊本県
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（出所）九州経済産業局

［熊本県の景気］……………悪化状況のなか回復の動きも見られる

生産面では、電子部品・デバイスや一般機械がプラスに転じ、全体の減少幅は縮小しています。ま

た、個人消費は所得環境の悪化などにより厳しい状態が続いていますが、公共投資は前年を上回り、

住宅投資では都心再開発などで分譲マンション着工が増加するなど、回復に繋がる動きも見られます。

［生産活動］……………総合指数の減少続くが、電子部品・デバイスや
一般機械はプラスに転じる

３月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は前月比４．２％減少し７２．１となり

ました。

輸送機械は主体となる二輪車生産の減産状況が

続いており、前月比マイナスでした。一方、比較

的堅調な動きを示した食料品・たばこに加え、一

般機械は７カ月ぶり、電子部品・デバイスは５カ

月ぶりに同プラスとなりました。

［大型小売店］……生活防衛意識が強く前年比６．６％減

４月の県内大型小売店販売高は、消費者の生活

防衛意識が強く働いており、前年比６．６％減の１３６

億円と前年実績を下回りました。衣料品や身の回

り品の落ち込みが続く中、ＰＢ商品など比較的堅

調な食料品も前年比マイナスとなりました。

熊本県経済動向
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熊本県経済動向

［住宅建設］……………駅前再開発で分譲マンションは前年比９０．１％増

４月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比

３５．４％減の２７７戸、分譲は熊本駅再開発に伴うマ

ンション着工により同９０．１％増の２７０戸となりま

した。給与住宅は８８．２％減の２戸、貸家で同３４．２％

減の２６７戸と分譲のみの増加となり、全体では同

１７．９％減の８１６戸と、前年を下回りました。

［公共工事］……………新幹線関連工事で請負金額は前年比１１．３％増加

４月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比３６．６％増の３０６件、金額が同１１．３％

増の２６８億円と、件数、請負金額ともに前年を上

回りました。

発注者別の請負金額をみると、「国」で同５８．９％

増、「独立行政法人等」による九州新幹線関連工

事で同１０．８％増加したほか、「県」は同１．８％減、

「市町村」で同３５．３％増加し、「その他」で同

１０１．０％増と、全発注者合計では６カ月ぶりに前

年を上回りました。

［企業倒産］……………件数、負債総額ともに大幅減

５月の熊本県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比５２．９％減の８件、負債総額

が同８２．５％減の２１億６，９００万円となりました。緊

急保証制度や公共工事の前倒し発注効果などで、

件数、負債総額ともに、前年比大幅に減少してい

ます。

熊本県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

熊本県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

熊本県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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長崎県の最近の経済動向
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（出所）九州経済産業局

［長崎県の景気］……………厳しい状況が続くが一部に回復の指標も見られる

生産面では、急速に低下していた電子部品・デバイスがプラスに転じましたが、生産全体はまだ減

少が続いています。また、公共工事は県や市町からの発注で大幅増となりましたが、大型小売店販売

額や住宅投資では前年割れが続くほか、個人消費も依然として低迷しており、長崎県の景気は、厳し

さが続いています。

［生産活動］……………総合指数の減少続くが、電子部品・デバイスは
プラスに転じる

３月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は７２．２と前月比１３．６％低下しまし

た。しかし、電子部品・デバイスは半導体集積回

路、水晶振動子の生産増により前月比大きく増加

したほか、食料品・たばこも増加しました。

一方、一般機械は発電プラント関連の減産で減

少し、輸送機械もほぼ横ばいに留まったため、総

合指数を押し上げるには至りませんでした。

［大型小売店］……………生活防衛意識の高まりで前年比４．６％減

４月の県内大型小売店販売高は、消費者の生活

防衛意識の高まりなどにより、前年比４．６％減の

９５億円となりました。

業態別にみると、百貨店での販売高は同５．２％

減、大型スーパーの販売高は、同４．３％減少して

います。

長崎県経済動向
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長崎県経済動向

［住宅建設］……………持家、貸家、分譲が前年割れとなり前年比１０．２％減

４月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比３．９％

減の２４４戸、貸家で同１５．５％減の１８０戸、分譲で同

６２．０％減の１９戸となりました。給与住宅で２２件増

加したものの、全体では同１０．２％減の４６５戸と前

年を下回りました。

［公共工事］……………「県」「市町」の発注増で、件数金額ともに大幅増加

４月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比１６０．０％増の２３４件、金額が同１２５．８％

減の１５２億円と、件数、請負金額ともに前年比急

増しました。

発注者別の請負金額をみると、「国」は同１０．１％

減となったものの、「県」では高架橋工事などの

増加で同９１．１％増、「市町」では諫早市庁舎建設

着工で同約５倍と大きく増加しました。

［企業倒産］……………件数、負債総額ともに前年比増加

５月の長崎県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比９．１％増の１２件、負債総額が

同４０．３％増の２９億６，５００万円となりました。

長崎県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

長崎県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

長崎県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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経済指標｜全国のデータ�
項目

年月

鉱工業指数
（２００５年＝１００）

機械受注金額
（船舶・電力
を除く民需）

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）生産指数 出荷指数 在庫指数 輸出金額 輸入金額

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 前月（年）比（％） 前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １０４．５ １．３ １０４．６ ４．６ １０２．１ ２．１ ４．０ １４．６ １８．３ １２０，８５９ ▲９．２ ９９，９９４ ２．７
２００７年 １０７．４ ２．８ １０７．８ ３．１ １０３．９ １．７ ▲４．０ １１．５ ８．６ １１９，２６８ ▲１．３ ８９，７２２ ▲１０．３
２００８年 １０３．８ ▲３．３ １０４．３ ▲３．２ １０６．７ ２．７ ▲６．０ ▲３．５ ８．０ １１５，９０１ ▲２．８ ９９，７４１ １１．２
２００８．３ １０８．７ ▲０．７ １０９．４ ０．２ １０５．２ １．９ ▲１１．７ ２．２ １１．４ １３，８４５ ▲１２．６ ８，４４３ ３４．９

４ １０８．０ １．８ １０８．６ ２．６ １０４．７ １．０ ９．８ ３．９ １２．２ １１，０２５ ▲４．７ ８，１１９ ▲８．３
５ １０９．３ ０．９ １０９．７ １．５ １０５．３ １．５ ６．１ ３．６ ４．８ ７，６７５ ▲９．６ ９，１５３ ▲３．３
６ １０７．１ ▲０．２ １０６．９ ▲０．８ １０６．２ ２．６ ▲３．９ ▲１．８ １６．７ ９，７４３ ▲１１．３ ８，４３０ ▲３６．５
７ １０６．８ ２．３ １０７．４ ３．０ １０６．３ ２．１ ▲２．２ ７．９ １８．２ １２，２０２ １３．８ １１，８５８ ６７．６
８ １０３．５ ▲７．２ １０３．９ ▲７．１ １０６．１ １．７ ▲１１．１ ０．２ １７．１ ９，２５３ ▲６．０ ９，１３３ ６７．５
９ １０３．６ ０．４ １０４．０ ▲０．５ １０７．７ ３．１ ３．８ １．５ ２８．８ １１，７２４ ５．５ ７，５２１ ６６．４
１０ １００．１ ▲６．６ １００．９ ▲７．１ １０８．９ ４．４ ▲５．３ ▲７．９ ７．４ １１，６９７ ▲０．４ ８，４６６ ３８．３
１１ ９３．１ ▲１６．５ ９３．６ ▲１７．０ １０９．５ ４．３ ▲１２．２ ▲２６．８ ▲１４．４ ８，４４３ ▲２．８ ７，３０３ ２．６
１２ ８５．３ ▲２０．７ ８６．０ ▲２０．７ １０９．７ ４．８ ▲２．７ ▲３５．０ ▲２１．５ ７，８５０ ▲６．４ ８，８１５ １４．０

２００９．１ ７６．７ ▲３０．９ ７６．７ ▲３１．６ １０８．０ ２．８ ▲３．８ ▲４５．７ ▲３１．９ ６，０１９ １．９ ７，６４９ １９．９
２ ６９．５ ▲３８．４ ７２．０ ▲３６．７ １０３．５ ▲１．７ ０．６ ▲４９．４ ▲４３．０ ６，３４９ ▲２．８ ７，９０８ ２９．２
３ ７０．６ ▲３４．２ ７３．１ ▲３２．４ ９９．８ ▲５．２ ▲１．３ ▲４５．５ ▲３６．６ １５，９６９ １５．３ ６，５７１ ▲２２．２
４ ７４．８ ▲３０．７ ７５．３ ▲３０．７ ９７．１ ▲７．２ ▲５．４ ▲３９．１ ▲３５．８ １３，２８８ ２０．５ ６，１０７ ▲２４．８

出所 経済産業省 内閣府 財務省 西日本建設業保証 国土交通省

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

完全
失業率

倒産件数 預金残高 貸金残高
可処分所得 消費支出

軽乗用車販売台数

台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 ％ 件 前年比（％） 百億円 前年比（％） 百億円 前年比（％）

２００６年 １，５０７，５９８ ８．７ ４４１，４４８ ０．１ ３２０，２３１ ▲２．８ １．０６ ４．１ １３，２４５ １．９ ５２，６５９ ０．４ ４０，０３５ １．８
２００７年 １，４４７，１０６ ▲４．０ ４４２，５０５ ０．２ ３２３，４５９ １．０ １．０４ ３．９ １４，０９１ ６．４ ５４，２５１ ３．０ ４０，４４０ １．０
２００８年 １，４２６，９７９ ▲１．４ ４４２，７４９ ０．１ ３２４，９２９ ０．５ ０．８８ ４．０ １５，６４６ １１．０ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２
２００８．３ １９９，０３１ ▲９．１ ３７９，３９３ ０．３ ３４２，８６８ １．１ ０．９５ ３．８ １，３４７ ８．０ ５５，０２１ ２．７ ４０，４８９ １．４

４ １０４，６９２ ▲１．４ ３８１，３６５ ▲４．５ ３４３，５８６ ０．４ ０．９３ ４．０ １，２１５ ８．４ ５５，０９７ ２．２ ４０，１４６ １．３
５ １０５，３８７ ▲２．１ ３３８，５７３ １．７ ３１５，１５２ ０．６ ０．９３ ４．０ １，２９０ ▲１．５ ５４，９９２ １．６ ４０，２５３ ２．１
６ １２１，１７６ ▲３．８ ５９４，３９３ ▲２．１ ３０７，９７５ ２．６ ０．９０ ４．１ １，３２４ １１．７ ５５，４２８ ２．９ ４０，４３６ ２．１
７ １１５，５３４ ２．１ ４８３，９１５ ▲１．２ ３３０，４８３ ２．７ ０．８８ ４．０ １，３７２ １２．９ ５４，８７７ ２．０ ４０，３８７ ２．２
８ ８９，１４２ ２．４ ４１２，２３５ ４．８ ３２２，５０１ ▲０．７ ０．８５ ４．１ １，２５４ ４．２ ５４，７０５ ２．２ ４０，４１８ ２．０
９ １２７，８３８ ▲１．９ ３５９，２０１ ▲１．０ ３０７，７７８ ▲１．１ ０．８３ ４．０ １，４０８ ３４．５ ５４，９４０ ２．３ ４０，６１９ １．８
１０ １１２，２８８ １０．２ ４０５，９８２ ２．４ ３１３，５４４ ▲４．０ ０．８０ ３．８ １，４２９ １３．４ ５４，４９９ １．８ ４０，９３１ ３．５
１１ １０９，１９７ ３．３ ３６６，６６４ ０．３ ３１０，１４６ ２．４ ０．７６ ４．０ １，２７７ ５．３ ５５，１６３ １．６ ４１，３６４ ４．２
１２ ９３，７５９ ▲６．０ ８２１，２８０ １．７ ３６５，４３５ ▲３．７ ０．７３ ４．３ １，３６２ ２４．２ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２

２００９．１ １０２，１０４ ▲３．９ ３６９，２０１ ０．６ ３２１，７３２ ▲５．７ ０．６７ ４．１ １，３６０ １５．８ ５５，１１８ １．７ ４１，８７２ ４．５
２ １３０，２７９ ▲８．７ ３９０，２９２ ▲３．１ ２９５，４９４ ▲１．０ ０．５９ ４．４ １，３１８ １０．４ ５５，５７０ ２．２ ４１，９４８ ４．５
３ １７７，０９１ ▲１１．０ ３６６，１６３ ▲３．５ ３４４，６４３ ０．５ ０．５２ ４．８ １，５３７ １４．１ ５６，４７０ ２．６ ４２，２２６ ４．３
４ ８９，５８５ ▲１４．４ ３８６，４４４ １．３ ３４４，５１４ ０．３ ０．４６ ５．０ １，３２９ ９．４ ５６，４０７ ２．４ ４１，７９７ ４．１

出所 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 総務省 東京商工リサーチ 日本銀行

項目

年月

新設住宅着工戸数 企業物価指数
（２００５年＝１００）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

大型小売店
販売額

乗用車

合計 持家 貸家 分譲 乗用車新規登録台数

戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 指数 前年比（％） 億円 前年比（％） 台 前年比（％）

２００６年 １，２９０，３９１ ４．４ １．５ ７．８ ２．７ １０２．２ ２．２ １００．３ ０．３ ２１１，４５０ ▲０．９ ３，１２６，２４９ ▲６．８
２００７年 １，０６０，７４１ ▲１７．８ ▲１２．２ ▲１８．７ ▲２２．３ １０４．０ １．８ １００．３ ０．０ ２１１，９８８ ０．３ ２，９４５，６６８ ▲５．８
２００８年 １，０９３，４８５ ３．１ １．２ ５．２ １．８ １０８．８ ４．６ １０１．７ ▲０．３ ２０９，５１１ ▲１．２ ２，７９３，６２６ ▲５．２
２００８．３ ８３，９９１ ▲１５．６ ▲６．１ ▲２２．０ ▲１８．０ １０６．７ ３．９ １０１．０ １．２ １７，６９６ １．７ ４１３，９９９ ▲１．４

４ ９７，９３０ ▲８．７ ▲７．８ ▲５．３ ▲１０．４ １０７．７ ４．１ １００．９ ０．８ １６，８０１ ▲０．７ ２００，８３３ ９．４
５ ９０，８０４ ▲６．５ ▲５．７ ▲８．６ ▲３．１ １０８．９ ４．９ １０１．７ １．３ １６，９４４ ▲０．６ １９０，３３７ ▲４．４
６ １００，９２９ ▲１６．７ ▲６．６ ▲１５．１ ▲２７．２ １０９．９ ５．８ １０２．２ ２．０ １６，９０４ ▲２．７ ２４２，３２３ ▲１．８
７ ９７，２１２ １９．０ ２３．１ ２２．７ １２．７ １１２．４ ７．５ １０２．４ ２．３ １８，６５９ ０．２ ２６７，２６３ ９．４
８ ９６，９０５ ５３．６ ３５．６ ５９．６ ７３．７ １１２．５ ７．６ １０２．７ ２．１ １６，５２７ ▲１．０ １６５，６５３ ▲１２．９
９ ９７，１８４ ５４．２ １９．９ ６６．９ ８２．８ １１１．８ ７．０ １０２．７ ２．１ １５，５８９ ▲２．１ ２６９，０５６ ▲５．６
１０ ９２，１２３ １９．８ ▲４．３ ３５．４ ２８．９ １０９．５ ４．５ １０２．６ １．７ １６，６６８ ▲２．９ ２０２，１１９ ▲１３．４
１１ ８４，２７７ ０．０ ▲１１．７ １．７ １１．０ １０７．５ ２．４ １０１．７ １．０ １７，８２０ ▲１．７ １８５，９４１ ▲２７．９
１２ ８２，１９７ ▲５．８ ▲７．３ ▲４．１ ▲７．５ １０６．３ ０．９ １０１．３ ０．４ ２１，５９０ ▲４．８ １５７，９３９ ▲２２．９

２００９．１ ７０，６８８ ▲１８．７ ▲１０．８ ▲１８．４ ▲２６．４ １０４．７ ▲０．９ １００．７ ０．０ １８，０６９ ▲３．８ １５３，２７３ ▲２８．０
２ ６２，３０３ ▲２４．９ ▲９．９ ▲２８．５ ▲３４．４ １０４．３ ▲１．８ １００．４ ▲０．１ １４，４９７ ▲６．７ １９３，３９８ ▲３２．２
３ ６６，６２８ ▲２０．７ ▲１３．１ ▲１１．２ ▲４２．１ １０４．０ ▲２．５ １００．７ ▲０．３ １６，５１４ ▲６．７ ２８５，６４０ ▲３１．０
４ ６６，１９８ ▲３２．４ ▲１５．８ ▲３３．０ ▲５４．３ １０３．４ ▲４．０ １００．８ ▲０．１ １５，９６０ ▲５．０ １４６，２２９ ▲２７．２

出所 国土交通省 日本銀行 総務省 経済産業省 日本自動車販売協会連合会

（注） ｐは速報値、ｒは修正値。鉱工業指数は、前年同期比の値と年間の指数は原数値、月間の指数は季節調整値。機械受注金額は、年間は前年比、月間は前月比。着
工建築物工事費予定額（民間発注分）は、会社、会社でない団体、個人が建築主となっている工事の合計。大型小売店販売額は、店舗調整前の値。家計消費支出の
前年比は、名目値の前年比。有効求人倍率は、年間は実数値、月間は季節調整値。新規学卒を除きパートタイムを含む。完全失業率は季節調整値。預貸金残高は
年末、月末残高。都市銀行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行、長期信用銀行の合計、ただし、特別国際金融取引勘定を含まない。

（注１） 可処分所得・消費支出は、勤労者世帯（農林漁家世帯を除く）の廃止に伴い、２人以上の世帯のうち勤労者世帯（農林漁家世帯を含む）へ変更。
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経済指標｜福岡県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 鉄鋼 電気機械 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００６年 １０２．６ ２．６ １０２．６ ２．６ １０９．３ ９．３ ９８．３ ▲１．７ １０７．４ ７．４ １０３．０ ３．０ １１３．８ １３．８
２００７年 １０２．４ ▲０．２ １０５．９ ３．３ １１３．６ ３．９ １０１．２ ２．９ １１２．３ ４．６ １０２．７ ▲０．３ １２２．３ ７．４
２００８年 １０２．６ ０．１ １００．６ ▲５．１ １１６．３ ２．４ １１０．６ ９．３ １１３．４ １．０ １０２．８ ０．１ １２２．８ ０．４
２００８．３ １０８．３ ６．７ １０１．７ ▲２．８ １１１．２ １１．１ １１９．７ ２１．９ １１９．１ １４．５ １０７．０ ５．４ １２６．５ ４．２

４ １０５．６ ８．５ １０６．９ ２．４ １２５．２ ７．０ １２２．７ ２１．１ １１６．８ ２６．３ １０５．５ ８．９ １２９．３ １０．１
５ １０７．０ １０．７ １０５．５ ２．２ １０６．７ ▲２．３ １１５．５ ２３．３ １２９．６ ４６．５ １０７．７ １３．１ １１６．２ ▲９．３
６ １０４．９ ６．６ １０２．９ １．１ １２４．８ ▲０．１ １０３．０ ４．８ １２２．９ ２１．７ １０３．９ ５．８ １２８．３ １．５
７ １０８．５ １０．４ １０４．２ ▲５．８ １１７．０ ０．６ １１１．３ １２．８ １３１．４ ３７．３ １１１．６ １３．７ １１６．７ １．４
８ １０２．４ ▲４．７ １００．０ ▲８．４ １１０．５ ▲０．７ １１１．５ ６．５ １１２．５ ▲１３．２ １０１．４ ▲７．６ １２９．３ ３．２
９ １０１．７ ▲０．１ １０１．８ ▲６．１ １１８．４ ６．０ １１８．４ ７．８ １１３．５ ▲２．２ １０１．０ ▲１．３ １１５．３ ▲８．５
１０ ９７．０ ▲９．６ １００．３ ▲２．１ １１１．４ ▲７．４ １１５．０ ８．２ １００．８ ▲２４．２ ９５．５ ▲１１．５ １１６．３ ６．２
１１ ９２．４ ▲１６．９ ９１．８ ▲１４．３ １１２．７ ▲６．２ １０５．６ ０．５ ８０．９ ▲４２．６ ８６．９ ▲２２．９ １２６．０ ４．２
１２ ８６．０ ▲１８．７ ７７．６ ▲２７．５ １０９．１ ▲７．８ ９５．４ ▲７．５ ７３．１ ▲４６．８ ９３．８ ▲１１．１ １３０．９ ２．９

２００９．１ ７６．０ ▲２９．０ ５７．２ ▲４５．８ ９０．７ ▲２９．４ ８４．９ ▲１３．６ ６３．７ ▲４９．７ ７２．５ ▲３３．１ １２５．６ ▲１．０
２ ６６．１ ▲４０．９ ５７．６ ▲４７．３ ７３．３ ▲４１．７ ７６．６ ▲２９．５ ３８．８ ▲７１．４ ６１．４ ▲４６．０ １１９．９ ５．１
３ ７１．２ ▲３３．５ ５７．６ ▲４３．０ ６６．８ ▲４０．２ ９０．６ ▲２４．１ ４３．０ ▲６３．４ ６５．７ ▲３７．７ １２０．８ ▲４．１
４

出所 福岡県調査統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 福岡市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００６年 ９．２ ２３．６ ４，２５２ ▲１１．７ ３，５８６ ２１．８ ５８，９５２ ８．４ ▲１．５ ９．８ １５．２ １００．１ ０．１ ７０９，９２３ ▲１．８
２００７年 １７．０ １１．６ ４，６７３ ９．９ ３，６６１ ２．１ ４５，０６６ ▲２３．６ ▲９．８ ▲２１．１ ▲４０．２ １００．０ ▲０．１ ７１６，６９９ １．０
２００８年 ８．４ ２．２ ４，２６２ ▲８．８ ３，６８０ ０．５ ４７，１３９ ４．６ ０．３ ▲３．０ ３０．３ １０１．０ １．０ ７００，４５１ ▲２．３
２００８．３ ２．５ ０．９ ４５１ ▲４７．０ １９２ ▲５０．０ ３，２５０ ▲４２．０ ▲０．５ ▲５１．２ ▲５６．７ １００．２ ０．８ ５８，５２７ ▲４．８

４ １８．０ ４．９ ３４８ ▲２７．０ ２１４ ▲３２．０ ４，０３０ ▲３．７ ▲６．５ ▲３．５ ▲１．７ １００．０ ０．４ ５５，２７９ ▲１．０
５ ２３．９ ０．９ ６３９ ２７．４ ２５４ ▲３１．４ ５，１３３ ３４．３ ２．６ ９．８ １９０．２ １０１．０ １．１ ５６，６２５ ▲０．１
６ １２．６ １１．０ ３０２ １４．６ ４４９ ▲３６．６ ４，２３９ ▲２９．２ ▲７．７ ▲２８．７ ▲４６．０ １０１．５ １．５ ５３，６６１ ▲４．５
７ ３０．７ ６．７ ３９５ ２２．８ ４０４ ９６．６ ４，８０９ ７１．１ ３３．６ ７８．０ ９６．２ １０１．８ ２．０ ６６，７９２ １．８
８ ２８．８ ８．８ ３０５ ２．１ ４３９ ２６８．１ ４，４９２ ８４．４ １８．８ １１４．９ １２４．７ １０２．０ １．６ ５５，３５７ ▲０．９
９ ２０．４ ２３．４ ３８２ ３．９ ３０５ ▲３．２ ４，０７６ ８３．０ ７．２ １０９．０ １９２．１ １０１．８ １．５ ５０，６２４ ▲３．０
１０ ６．７ ０．３ ４５４ １．９ ３８９ １６５．７ ３，５２６ ２９．０ ▲１１．９ １８．５ ２１５．５ １０１．７ １．１ ５５，１６５ ▲２．３
１１ ▲１９．０ ▲１９．１ ２７９ ▲１９．８ １９２ １４．７ ３，１５３ ７．６ ▲１８．８ ９．７ ５７．７ １０１．０ ０．６ ５８，４１１ ▲２．５
１２ ▲３８．４ ▲１８．４ ２３５ ▲２５．５ ２６０ ▲１４．９ ３，４０５ ▲３．８ ４．４ ▲９．７ ３．０ １００．６ ０．２ ７６，３６１ ▲４．６

２００９．１ ▲４８．５ ▲３７．６ ２２０ ▲２２．３ １６６ ▲４７．０ ２，６７８ ▲３２．０ ▲１５．８ ▲７．０ ▲７５．１ １００．１ ▲０．１ ６０，１７６ ▲４．１
２ ▲５１．１ ▲４３．７ １６４ ▲１３．７ １４０ ▲４８．４ ２，８６６ ▲７．１ ▲１４．２ ▲３５．８ ８８．２ ９９．６ ▲０．１ ４８，０００ ▲５．７
３ ▲４３．６ ▲３６．０ ４３９ ▲２．５ ２１２ １０．７ ２，５２９ ▲２２．２ ▲１３．５ ▲２１．７ ▲１８．３ ９９．８ ▲０．４ ５４，１７１ ▲７．４
４ ▲２９．１ ▲３６．１ ４４７ ２８．４ １４４ ▲３２．８ ２，２６４ ▲４３．８ ▲２０．４ ▲５２．７ ▲４１．８ １００．２ ０．２ ５２，７４０ ▲４．６

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 北九州・福岡大都市圏 北九州・福岡大都市圏

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １１６，４０６ ▲７．４ ６０，０４３ ９．４ ４０７，７３９ ０．５ ３１８，９９７ ▲２．４ ０．８５ ５０２ ４．６ １６７，８１２ １．０ １３１，７４９ ▲０．５
２００７年 １１０，６３２ ▲５．０ ５７，５５６ ▲４．１ ３８９，４３９ ▲４．５ ３０７，３２８ ▲３．７ ０．８５ ５０４ ０．４ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０
２００８年 １０５，８８９ ▲４．３ ５６，４５４ ▲１．９ ３９６，３０３ １．８ ３１２，７７５ １．８ ０．６３ ５４５ ８．１ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４
２００８．３ １５，０４２ ０．４ ７，７９２ ▲４．３ ３４６，４７５ １４．３ ３４６，４６３ １７．２ ０．６９ ６０ ６６．７ １６９，７２７ ０．３ １３５，０６６ １．９

４ ７，６８４ ９．９ ４，０２７ ▲４．３ ３４０，１１９ ▲０．６ ３４３，８９３ １５．２ ０．６８ ４０ １１．１ １７３，３３８ １．３ １３４，００１ ２．１
５ ７，０７２ ▲５．６ ４，２２１ ▲０．２ ２９４，９４４ ０．４ ３００，６１５ ５．３ ０．６６ ４６ ▲１４．８ １７２，６３０ １．９ １３４，７７９ ３．２
６ ９，２１９ １．４ ４，８３７ ０．３ ５０３，５０３ ６．２ ２６９，２６９ ３．８ ０．６４ ４９ １４．０ １７３，７１５ １．８ １３４，５０３ ２．７
７ １０，１６５ １０．２ ４，９１７ ２．６ ４２０，９５８ ▲１．８ ３０２，６１５ ▲４．１ ０．６３ ３５ ▲２７．１ １７１，８１２ ２．４ １３４，６９９ ２．４
８ ６，７１７ ▲１１．４ ３，６４３ ６．７ ３９０，４９２ １８．３ ３３２，１４５ ▲１．８ ０．６１ ４４ １８．９ １７２，５０９ ２．８ １３４，９８２ ２．８
９ １０，１４９ ▲２．０ ５，００７ ▲４．２ ３２５，２９１ ０．２ ２８４，１０９ ▲７．５ ０．６０ ５７ ２３．９ １７０，７５６ １．０ １３３，７７２ ０．９
１０ ７，７３１ ▲１１．１ ４，０６７ ２．５ ３５９，２７３ ▲７．３ ２９１，２８９ ▲１７．１ ０．５８ ５０ １３．６ １７１，０１１ ２．１ １３３，９３９ ２．１
１１ ７，３０６ ▲２４．２ ４，３９２ ▲３．１ ３２８，９７１ ▲３．４ ２６９，１７３ ▲７．１ ０．５７ ４９ ４．３ １７２，０７５ ２．１ １３５，２１３ ２．０
１２ ５，７９０ ▲２６．８ ３，４７６ ▲８．９ ７１９，０２１ ▲０．２ ３２１，０５９ ▲１５．１ ０．５４ ４６ １７．９ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４

２００９．１ ５，６６９ ▲２８．８ ４，３１７ ▲０．６ ３３１，０８１ ▲３．５ ２８０，７９５ ▲１５．９ ０．５３ ４７ ２７．０ １７４，０４７ ２．６ １３７，８９３ ３．５
２ ７，４１１ ▲３２．９ ５，４５１ ▲４．９ ３４０，３３４ ▲１１．３ ３２０，８５７ ▲１０．６ ０．４９ ３１ ▲３．１ １７４，８０２ ３．０ １３９，５３７ ３．８
３ １０，０６７ ▲３３．１ ７，２１０ ▲７．５ ３６３，５６２ ４．９ ３０２，７０７ ▲１２．６ ０．４７ ４４ ▲２６．７ １７３，１２３ ２．０ １３８，８３０ ２．８
４ ５，６２６ ▲２６．８ ３，４４３ ▲１４．５ ３６３，１５７ ６．８ ３４５，２２９ ０．４ ０．４４ ３６ ▲１０．０ １７６，９８４ ２．１ １３９，０５３ ３．８

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 掲載指標についての説明は全国の注釈参照。
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経済指標｜熊本県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２０００年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２０００年＝１００）

総合 食料品 電子部品 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００６年 １０９．６ ９．６ １００．５ ０．５ １２２．５ ２２．５ １１１．０ １１．０ ９９．２ ▲０．８ １０８．６ ８．６ １１２．０ １２．０
２００７年 １０９．３ ▲０．３ ９９．３ ▲１．２ １３７．８ １２．５ １１８．０ ６．３ ９１．９ ▲７．４ １０８．３ ▲０．３ １１３．２ １．１
２００８年 １０３．５ ▲５．３ ９８．１ ▲１．２ １３８．６ ０．６ ７８．１ ▲３３．８ ９４．４ ２．７ １００．９ ▲６．８ １２４．４ ９．９
２００８．３ １１０．５ ２．８ １０１．１ ▲２０．５ １６３．８ １３８．６ ８０．２ ２．９ ７６．１ ▲４９．２ １０７．９ １．３ １１８．１ ３４．４

４ １０９．８ ２．５ ９７．３ ▲１０．９ １５４．６ １１０．４ １１６．２ １６．１ ８７．８ ▲４１．１ １０７．１ ４．１ １１３．５ ３６．４
５ １０８．０ ▲０．３ １０２．４ ▲１１．３ １４４．５ ８８．０ ９７．７ ▲２０．９ ９４．２ ▲３４．０ １０５．９ ▲１．８ １１７．０ ４０．５
６ １０５．６ ▲０．１ ９９．４ ▲１３．４ １３４．９ ７８．５ ７２．１ ▲３８．１ １０３．６ ▲２２．５ １０１．３ ▲０．３ １２０．３ ４５．２
７ １０２．３ ▲２．５ ９９．３ ▲５．７ １３９．３ ８４．４ ６７．９ ▲４９．６ １０１．４ ▲２６．７ １０２．３ ▲１．８ １２４．８ ４６．２
８ １０３．１ ▲２．７ １０５．２ ▲７．７ １３０．３ ７１．３ ７０．３ ▲４２．６ ９８．０ ▲２７．９ １００．３ ▲６．４ １２２．３ ４３．９
９ １０３．３ ▲１．３ ８９．６ ▲４．３ １３８．０ ０．５ ６６．２ ▲３０．０ １０５．２ ２０．７ １０３．３ ０．９ １１９．２ ４．７
１０ ９８．９ ▲８．２ ９４．８ １．４ １３４．７ ▲９．２ ６３．１ ▲４２．１ １０２．６ ８．１ ９７．０ ▲１１．１ １２６．９ １４．２
１１ ９６．３ ▲１２．６ ９６．９ ▲２．５ １１３．５ ▲２２．９ ５６．３ ▲４３．２ １０４．６ １１．２ ９５．１ ▲１４．２ １３４．７ １８．８
１２ ９１．９ ▲１１．０ ９１．２ ▲１．１ １０７．６ ▲２２．２ ６９．１ ▲４０．１ １０２．１ ２７．８ ８８．９ ▲１１．３ １４３．５ ２６．３

２００９．１ ８１．４ ▲２３．２ ９６．５ ▲２．７ ８５．７ ▲４３．２ ６６．０ ▲２７．７ ７３．４ ▲７．１ ８０．５ ▲１９．８ １４４．９ １６．６
２ ７５．３ ▲３１．９ ９６．０ ▲７．９ ７５．２ ▲５３．６ ４９．６ ▲４５．２ ７３．５ ▲１０．４ ７５．６ ▲２８．５ １４５．８ １３．４
３ ７２．１ ▲３４．０ １００．２ １．１ ８１．８ ▲５０．２ ５４．２ ▲３２．２ ６８．１ ▲８．７ ７４．４ ▲３０．２ １２１．２ ２．６
４

出所 熊本県統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 熊本市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００６年 １１．５ ９．６ ２，０７７ ２４．８ １，１６５ ▲５．５ １４，８０５ ５．５ ２．７ ７．６ ２０．６ １００．０ ▲０．０ １８８，８４０ ▲０．４
２００７年 ３．９ ２０．８ ２，０７１ ▲０．３ １，２８９ １０．６ １３，２８６ ▲１０．３ ▲８．１ ▲７．２ ▲２７．３ ９９．９ ▲０．１ １８７，６７６ ▲０．６
２００８年 ２．６ ２６．７ ２，０２１ ▲２．４ １，０９８ ▲１４．８ １２，５４２ ▲５．６ ０．３ ▲８．７ ▲１０．５ １０１．１ １．２ １８４，１３４ ▲１．９
２００８．３ １９．０ ▲１６．７ ２６８ １７．０ ６９ ▲２７．４ ７３８ ▲３８．０ ▲１２．７ ▲４５．０ ▲６５．２ １００．３ ０．６ １５，１８９ ４．６

４ ▲１３．６ ５４．３ ２４１ ２８．９ ４２ ▲８１．５ ９９４ ７．２ ２８．４ ▲２２．５ ２１５．６ １００．１ ０．３ １４，５６９ ▲３．１
５ ２７．０ ２１．８ １８０ ▲１１．４ ７３ ▲６５．１ １，０５６ ▲３１．０ ▲１２．０ ▲２４．１ ▲７９．５ １０１．０ １．１ １４，８２２ ▲１．１
６ ▲６．８ ▲１１．６ ９４ ▲２８．２ ８１ ▲４３．７ １，０６３ ▲２４．４ ▲１６．６ ▲５７．３ ３６３．８ １０１．４ １．７ １４，０５７ ▲４．２
７ ０．９ ７０．７ １２５ ▲１６．１ １７７ １６４．２ ９９３ １．３ ２２．８ ▲１０．６ ４２．９ １０１．５ ２．０ １７，３３０ ０．４
８ ４．０ ６４．３ １２８ ▲１４．５ ９３ ５７．７ １，２６８ ４６．９ １８．３ ５０．７ １８１．０ １０１．８ １．６ １４，７０６ ▲２．３
９ １０２．４ ５３．７ ２４０ ▲４．９ ７７ ２８．１ １，０２１ ▲４．９ ▲５．５ ２３．９ ▲６９．６ １０２．２ １．８ １２，７４７ ▲２．５
１０ ▲４０．９ ４９．２ ２１８ １９．８ ７５ ６２．９ １，２４５ ３９．４ １４．０ ２４．２ ２０１．９ １０２．３ １．９ １４，４４４ １．２
１１ ▲３１．４ ３０．０ １１５ ▲３６．６ ８２ ▲１１．８ １，１６４ ２．２ ▲１１．１ ９．５ ５８．５ １０１．４ １．１ １５，００６ ▲１．４
１２ ▲５３．３ ２６．８ １４９ ▲１４．１ ８２ ▲１９．１ ７９５ ▲２３．１ ▲４．３ ▲２４．２ ▲５２．３ １０１．１ ０．８ ２０，６８３ ▲４．２

２００９．１ ▲５４．２ ▲１８．４ １０２ ▲４．９ ４３ ▲６２．８ ７７１ ▲３７．９ ▲１５．４ ▲５８．５ １１．４ １００．６ ０．６ １６，５２４ ▲３．０
２ ▲５５．３ ▲３．０ ９９ ▲３７．３ ５０ ▲６２．６ ８２５ ▲１４．３ １７．８ ▲３４．５ ０．０ １００．２ ０．２ １２，２００ ▲１０．０
３ ▲５６．２ ５３．１ ２３２ ▲１３．３ ３６ ▲４６．８ ８１９ １１．０ ６．４ ▲３６．６ １３５．４ １００．６ ０．３ １４，３１９ ▲５．７
４ ９．０ ▲３７．９ ２６８ １１．３ ５４ ２８．８ ８１６ ▲１７．９ ▲３５．４ ▲３４．２ ９０．１ １００．８ ０．７ １３，６１４ ▲６．６

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 熊本市 熊本市

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 ３４，１５７ ▲６．７ ２８，１２４ ４．５ ３９０，３４１ ▲１２．３ ２８４，６１７ ▲１３．７ ０．８１ １２７ ▲２．３ ４７，１６２ ▲０．２ ２７，５７５ ０．７
２００７年 ３２，２２５ ▲５．７ ２７，９９８ ▲０．４ ４３１，６１４ １０．６ ２９７，５８０ ４．６ ０．８２ １３９ ９．４ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０
２００８年 ３１，１８４ ▲３．２ ２８，２８７ １．０ ３９４，６９６ ▲８．６ ３０８，０５０ ３．５ ０．６３ １７９ ２８．８ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０
２００８．３ ４，７２４ １．３ ３，８２２ ▲２．５ ３５２，２１６ ▲７．１ ３２３，０３０ ６．７ ０．７２ １５ ２５．０ ４７，１２２ ０．２ ２８，８９３ ３．８

４ ２，１７６ ９．２ １，９９３ ▲１．６ ３３３，６５９ ▲１２．０ ３４２，９５９ １２．４ ０．７１ ７ ▲１２．５ ４７，７３１ ０．３ ２８，２３２ ４．８
５ ２，１３１ ▲０．６ ２，１７３ ▲０．８ ３１６，２１９ ▲６．６ ３１４，５５１ ▲１．１ ０．６８ １７ ３０．８ ４８，４２８ ２．７ ２８，７０６ ５．５
６ ２，４９４ ▲２．８ ２，４１７ ▲０．３ ５６２，５２８ ▲１０．１ ２８０，７６３ ６．１ ０．６５ １６ ４５．５ ４９，２１１ １．５ ２８，６２１ ４．４
７ ３，１３６ １７．７ ２，３２４ ４．８ ４１０，３６１ ▲１４．６ ３３４，１１４ ４．９ ０．６３ １４ ７５．０ ４８，５０８ ２．３ ２８，７３５ ４．８
８ １，７８１ ▲１４．０ １，９４３ ▲３．２ ３４７，８２６ ▲１．９ ２８７，１０４ ５．６ ０．６１ ２０ ５３．８ ４８，６７０ ２．８ ２８，８４３ ５．１
９ ３，０６９ ▲２．７ ２，３６２ ２．９ ３３９，９７１ ５．７ ２８８，９４０ １０．７ ０．５９ １６ ４５．５ ４８，１６８ ０．４ ２８，９１４ ４．４
１０ ２，１８０ ▲１１．４ ２，０６１ ９．９ ３８２，９１４ ７．４ ２９７，９４７ ４．１ ０．５６ １３ ３０．０ ４７，９９８ １．８ ２８，７６９ ２．７
１１ ２，２００ ▲２６．４ ２，１８１ ７．９ ３３５，７４３ ▲５．８ ２９４，８６３ １．１ ０．５２ １３ ▲７．１ ４８，２５４ ２．６ ２９，０７４ ３．０
１２ １，５８５ ▲２２．５ １，９３０ ▲３．５ ６７３，２２０ ▲２０．６ ３４０，１５９ ▲２．６ ０．４９ ２３ １０９．１ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０

２００９．１ １，９８１ ▲１９．４ ２，２２７ １．３ ３２６，４３７ ▲５．２ ３４２，５０６ ９．５ ０．４４ １５ ５０．０ ４８，２３１ ２．２ ２９，４００ ４．０
２ ２，３３４ ▲２８．２ ２，７６２ ▲４．２ ３３１，８４９ ▲１．７ ２４５，７６３ ▲１２．０ ０．４１ ７ ▲５３．３ ４８，４２０ ２．６ ２９，３３６ ４．０
３ ３，５０９ ▲２５．７ ３，３２７ ▲１３．０ ３２６，６８８ ▲７．２ ３８３，１２２ １８．６ ０．４０ １１ ▲２６．７ ４７，９８９ １．８ ２９，４９０ ２．１
４ １，７４６ ▲１９．８ １，７７８ ▲１０．８ ３３３，２０１ ▲０．１ ３２４，８５７ ▲５．３ ０．３６ ５ ▲２８．６ ４９，２２８ ３．１ ２９，１４７ ３．２

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。
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経済指標｜長崎県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００）

造船 機械等 電子部品
生産高

総合 一般機械 食料品工業 電気機械 輸送機械 生産高

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 前年比（％）

２００６年 １０４．０ ８．３ １２０．８ １８．６ １０２．６ ０．０ ４９．３ ７．８ １２３．８ ▲７．６ １，８７５ ８．３ ２，７７４ ▲５．８ ７．０
２００７年 １０５．９ １．８ １０６．５ ▲１１．９ １００．０ ▲２．５ ６１．６ ２５．２ １２２．８ ▲０．８ ２，１６６ １５．５ ３，０７９ １１．０ ３．０
２００８年 １１９．１ １２．５ １５５．２ ４５．８ １０３．１ ３．１ ４６．０ ▲２５．４ １４５．８ １８．７ １，９１６ ▲１１．５ ２，５６２ ▲１６．８ ０．７
２００８．３ １０３．６ ▲０．４ １５７．６ ２１．４ １１０．０ ２．０ ３２．４ ▲５０．３ １３１．６ １７．８ １８７ ▲１２．４ ２２４ ▲２４．４ １７．４

４ １２９．５ ２９．６ １４４．０ ３２．７ １０４．４ ▲１．４ ４８．８ ▲３３．３ １３５．９ ２４．０ ２０２ １２．１ ２３９ ２．６ ２９．３
５ １２２．１ １９．８ １５５．２ ６４．８ １０４．１ ▲７．８ ５３．９ ▲３４．８ １３４．０ １８．３ １８４ ５．７ ２４５ ▲５．３ １０．８
６ １１９．４ １６．９ １５１．７ ５７．６ ９３．１ ▲１３．７ ６０．２ ▲１５．２ １４５．９ ２３．５ ２０２ ５．５ ２９４ ２５．２ ２１．２
７ １１９．６ １３．９ １７８．１ ７７．１ ９６．２ ▲４．２ ６１．８ １．０ １４８．５ ２２．８ １７６ ０．９ ２７２ ２１．１ １６．２
８ １３１．５ １７．７ ２０３．３ １０３．３ １０９．５ ▲７．４ ３６．１ ▲４１．５ １５８．９ ２２．８ １７８ ▲５．８ ２５０ ０．２ ▲６．６
９ １２４．０ １９．５ １８７．２ ９０．３ １０７．７ ▲１．１ ３３．３ ▲２７．４ １４８．７ １３．８ ２０３ １０．４ ２５５ ▲２．３ ▲１９．１
１０ １２４．３ ２０．２ １５２．０ ７６．２ １０１．９ ▲８．８ ３９．６ ▲２２．８ １６５．７ １５．８ ２１８ １７．８ ２７７ ５．１ ▲４．３
１１ １１１．５ ▲３．２ １３７．０ ４５．４ ９７．２ ▲１３．９ ６０．４ ２．８ １６２．９ ４．２ １６９ ▲１２．２ ３１６ １４．８ ▲１２．２
１２ １０２．６ ▲５．８ １２１．２ ２２．４ ９６．９ ４００．０ ４９．３ ▲６．７ １５１．１ １１．４ １７８ ▲２．０ ３０３ ２２．３ ▲３８．７

２００９．１ ８９．５ ▲２９．０ １１８．０ ▲１５．３ １０１．２ ▲７．１ ４４．９ ▲１１．９ １１４．６ ▲１７．１ １５７ ▲８．８ ２６２ ０．６ ▲４３．７
２ ８３．６ ▲３６．６ １０９．９ ▲３１．６ ９５．９ ▲１６．８ ４６．５ ▲３．６ １３８．１ ▲１．０ １６３ ▲１５．７ ２１５ ▲１２．８ ▲３８．２
３ ７２．２ ▲２９．１ ９５．１ ▲３９．１ ９９．９ ▲７．５ ４９．２ ５２．５ １３８．４ ６．６ １９２ ２．６ ２０１ ▲１０．３ ▲４４．４
４ ▲４８．８

出所 長崎県統計課 三菱重工業長崎造船所、佐世保重工業 日本銀行長崎支店

項目

年月

貿易
漁業水揚金額

公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数 観光施設入場者数
（主要７施設合計）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 長崎市

前年比（％） 前年比（％） 百万円 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 千人 前年比（％） 指数 前年比（％）

２００６年 ４１．２ １６．３ ６４，９４７ ▲７．３１，７６５ ▲１５．５ ８３１ ７．４ ８，９４０ ▲１２．６ ０．６ ▲２２．８ ▲１２．７４，７７５ ３．９ ９９．８ ▲０．２
２００７年 ６．０ ２０．７ ７０，２４７ ８．２１，８６２ ５．５ ６４４ ▲２２．５ ６，９０１ ▲２２．８ ▲１９．６ ▲１１．９ ▲５６．６５，０００ ４．７ ９９．７ ▲０．１
２００８年 ５．７ ５７．５ ０ ０．０１，５７５ ▲１５．４ ５８２ ▲９．６ ６，９４２ ０．６ １．５ ▲８．９ ５１．３４，５９３ ▲８．１１００．９ １．２
２００８．３ １５７．０ ▲９．２ ６，６１２ ▲３．３ ２４０ １９．９ ２８ ▲１３．８ ５５８ １３．０ ４．０ ２２．３ ６．３ ４９１ ▲９．８１００．０ ０．６

４ ３７．７ ３９．７ ７，６１５ １３．０ ６７ ▲３６．３ ６３ １５８．４ ５１８ ▲２１．５ １０．４ ▲３２．２ ▲５３．７ ４００ ▲９．９１００．２ ０．６
５ ４．７ ５２．６ ６，７４０ １７．８ ４２ ▲４６．７ ３５ ▲２８．３ ４０１ ▲３８．３ ▲１０．３ ▲６２．７ ０．０ ５２９ ▲０．４１００．９ １．２
６ ▲３８．９ ２０．７ ５，６８６ １１．２ １１５ ２．３ ４７ ▲２０．３ ７５７ ２９．８ ２９．２ ２８．１ ６４７．１ ２７６ ▲１．３１０１．１ １．７
７ ▲１２．０ ６５．９ ５，７９９ １８．３ １２４ ▲２．９ ９９ ６．６ ４５７ ▲２３．７ １．４ ▲１５．５ ▲６９．０ ３３２ ▲０．４１０１．５ ２．２
８ ６７．３ ７１．５ ４，７５８ ４．５ １５１ ▲２７．３ ６９ ▲３５．２ ６０９ ２５．１ １６．４ １１．４ ９８．４ ５４３ ▲８．１１０１．８ ２．０
９ ▲４９．０ １９．６ ５，６９３ １６．７ １５３ ▲２７．１ ４１ ▲３９．９ ６２６ ▲７．１ ▲２１．７ ▲３２．８ １５６．８ ３２７ ▲１７．１１０１．９ ２．０
１０ ▲９．８ ２４．０ ５，８５０ ▲３．０ １９２ ▲６．９ ５０ １．６ ７０３ ６６．２ １３．９ １０５．７ ３０５．９ ４１２ ▲２．９１０１．９ １．６
１１ ▲１０．８ ６．６ ６，０４８ ▲６．８ １２１ ▲３３．７ ２５ ▲２７．１ ６９２ ３．６ ▲１７．１ ▲４２．２ ６４８．６ ３８９ ▲１５．８１０１．０ １．０
１２ ２８．１ １５．６ ７，５１１ ０．７ １４１ ４．５ ４７ ７０．０ ５６０ ▲３．３ ７．４ ▲１０．８ ９．４ ３１４ ▲２０．８１００．９ ０．８

２００９．１ ５８．３ ▲７９．６ ５，４３１ ▲２．１ １２７ ３５．９ １６７ ２９０．９ ４７２ ▲７．８ ▲２２．７ ３．８ ▲７．９ １８３ ▲２９．８１００．５ ０．７
２ ９．４ ▲３１．５ ５，１０４ ▲９．５ １５０ １１．８ ３４ ▲３．７ ５０５ ▲８．０ ▲１４．６ ５．６ １０．０ ２０９ ▲３４．４１００．１ ０．５
３ ２６．２ ▲３０．７ ５，５２０ ▲１６．５ ２００ ▲１６．８ ２７ ▲２．９ ２９２ ▲４７．７ ▲３９．７ ▲５４．０ ▲５０．０ ４０７ ▲１７．０１００．５ ０．５
４ ▲５３．５ ▲３７．０ ５，７３９ ▲２４．６ １５２ １２５．８ ４１ ▲３５．３ ４６５ ▲１０．２ ▲３．９ ▲１５．５ ▲６２．０ ２８７ ▲２８．２１００．６ ０．４

出所 門司税関 県内主要４魚市場 西日本建設業保証 国土交通省 長崎県観光振興推進本部 総務省

項目

年月

大型小売店
販売額

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 長崎市 長崎市

百万円 前年比（％） 台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １３３，９３３ ▲４．２ ２２，６５２ ▲１０．３ ２４，８５１ ７．７３４８，７１１ １２．３２７８，５６６ ３．６ ０．６０ １２５ ７．８ ４０，３３６ ▲１．２ ２４，９８９ ▲４．９
２００７年 １３０，３０７ ▲２．７ ２０，７１４ ▲８．６ ２３，５０６ ▲５．４３６４，６５５ ４．６３１５，６５６ １３．３ ０．６２ １４８ １８．４ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１
２００８年 １２４，８２７ ▲４．２ ２０，２４５ ▲２．３ ２３，２５０ ▲１．１３６４，２７６ ▲０．１２９６，６２２ ▲６．０ ０．５７ １７８ ２０．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１

３ １０，１７６ ▲２．２ ２，９７８ ３．４ ３，０９８ ▲８．８２７０，１６３ ▲２２．８ ３２２，８１７ ▲１６．５ ０．５９ １８ ６３．６ ４０，３１８ ０．３ ２４，８７４ ▲１．７
４ ９，９０９ ▲３．７ １，３７３ １１．９ １，６７２ ▲１０．８ ３２１，５３１ ▲９．８２８０，３３１ ▲８．１ ０．５９ １５ １５０．０ ４０，９２８ ０．１ ２４，１９３ ▲１．６
５ １０，１２６ ▲４．３ １，３５７ ▲０．６ １，７９３ ▲２．８２７４，３９９ ▲６．８２６０，２８５ ▲２１．８ ０．５８ １１ ▲４２．１ ４１，４１２ １．０ ２４，１４８ ▲１．６
６ ９，７２９ ▲５．２ １，５４８ ▲５．１ １，９５１ ▲２．６５２７，７７７ ８．３２５８，９５６ ▲９．５ ０．５７ １７ ８８．９ ４１，３７８ ▲１．６ ２３，７９５ ▲３．４
７ １１，８８２ ▲１．３ １，９３０ １６．９ １，９０７ ８．７３７０，２２３ ▲９．９２８５，９１７ ▲１７．３ ０．５６ １７ １３．３ ４１，０７９ ▲０．５ ２３，９０５ ▲２．８
８ １０，４０８ ▲５．２ １，３４８ ▲３．１ １，４７１ ▲０．９３４１，８７２ ２．４３００，６２４ ▲６．９ ０．５７ １５ ▲２１．１ ４１，２７８ ０．６ ２３，９７３ ▲２．３
９ ８，９３１ ▲６．１ ２，０７６ ▲０．６ ２，０５４ ２．７３３０，８５７ １７．３２７８，１９８ ▲０．４ ０．５６ １５ １５．４ ４０，６１９ ▲０．７ ２３，６８６ ▲２．９
１０ ９，３７１ ▲５．９ １，３９３ ▲１７．７ １，７６２ １４．０３３２，６８７ １０．７２６７，４４９ ▲１２．５ ０．５５ １５ ▲２１．１ ４０，４４１ ▲０．２ ２３，５１４ ▲３．０
１１ １０，２２６ ▲３．９ １，３８７ ▲２１．７ １，８５４ １３．０２９９，１８６ ５．８３５７，１９２ ３４．２ ０．５３ １５ ３６．４ ４０，７７０ ▲０．７ ２３，５６５ ▲２．６
１２ １２，９９５ ▲７．４ １，２１５ ▲２２．０ １，６５７ ３．４７３０，７０１ １９．２４０２，６８６ １４．７ ０．５２ １４ ２７．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１

２００９．１ １１，２４１ ▲４．３ １，２３６ ▲２５．９ １，８５４ ０．４２９６，６５９ １０．７３０９，７７３ ５．５ ０．４８ １０ ▲１６．７ ４０，６３５ ０．４ ２３，９８５ ▲０．７
２ ８，６００ ▲７．８ １，４１４ ▲２８．３ １，９９４ ▲８．７３５２，３８９ １５．９２７０，６５６ ７．７ ０．４４ ６ ▲５７．１ ４１，０７４ １．３ ２４，１０９ ▲０．９
３ ９，４２３ ▲７．４ ２，２７７ ▲２３．５ ２，９１２ ▲６．０３４２，４２０ ２６．７３１８，２５２ ▲１．４ ０．４１ ６ ▲６６．７ ４０，８１５ １．２ ２４，１３７ ▲３．０
４ ９，４５５ ▲４．６ １，１３１ ▲１７．６ １，４８６ ▲１１．１ ３７２，７５１ １５．９３２８，２３７ １７．１ ０．４１ １４ ▲６．７ ４１，５２１ １．４ ２３，２５６ ▲３．９

出所 九州経済産業局 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。漁業水揚金額は、長崎、佐世保、北松、松浦の４市場の合計。観光施設入場者数は、グラバー園、島原城、雲仙仁

田道、西海パールシーリゾート、平戸城、ハウステンボス、堂崎天主堂の合計、ただし、雲仙仁田道は自動車の通行台数。
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編 集 後 記 �

黒龍江省�

吉林省�

遼寧省�
北京市�

天津市�
山西省�

河北省�

山東省�

江蘇省�寧夏回族自治区�

上海市�安徽省�
河南省�

湖北省�
浙江省�

福建省�

台湾（省）�

江西省�

広東省�
広西チワン族�
自治区�

四川省�

青海省�

新疆ウイグル自治区�

貴州省�
湖南省�

海南省�

雲南省�

チベット自治区�

タイ�

ベトナム�

マレーシア�

重慶市�

陜西省�甘粛省�

内蒙古自治区�

福岡銀行香港駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Hong Kong Representative Office）�

［所 在 地］�Room 404, 4/F, Far East Finance Centre,�
16 Harcourt Road, Hong Kong�
�［電話番号］�（国番号 852）2524－2169

［所　　長］�末　松　尚　樹�

福岡銀行上海駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Shanghai Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国上海市延安西路2201号�
上海国際貿易中心2010号室�

［電話番号］�（国番号 86）21－6219－4570
［所　　長］�斎　藤　浩　一�

福岡銀行大連駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Dalian Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国大連市人民路60号�
大連富麗華大酒店622号室�

［電話番号］�（国番号 86）411－8282－3643

［所　　長］�宮　城　正　志�

事務所は�
3ヶ所ですが�

守備範囲は�
広いんです！�

海外拠点にて海外直接投資や、貿易に関する情報収集等を行っています。海外進出等ご検討のお客様、海外のことならお任せください！

◎海外拠点へのご用命・ご訪問は、取引店へお申し出ください。

〈海外駐在員事務所の位置と担当範囲〉

景気の底打ちを示唆する指標が次々と発

表され、景気回復の期待感が高まってきま

した。弊社で実施した４月のＢＳＩ調査で

も、１～３月から４～６月にかけて景気悪

化の下げ止まりを予想する結果が得られ、

ややほっとした気分になりました。

今回の商談会では、出展企業の皆様に、
ブース展示を通じて、「食へのこだわり」
を自らご紹介いただきました。私たち消費
者は、店頭に並ぶ食品を手に取ることしか
できませんが、この商品が出来上がるまで
に注がれた“作り手の情熱やこだわり”を
肌で感じることができました。ご出展、ご
来場いただきました皆様大変ありがとうご
ざいました。

新型インフルエンザ流行の影響で、大連

空港に着陸後機内で待機すること５分、全

身白い防護服を着た検査員が機内に乗り込

んできて、乗客全員が体温測定を受けまし

た。徹底した水際作戦の成果なのか、大連

市内では大連商談会に参加する企業の皆様

のために、銀行が準備して配布したマスク

が必要ないほど平穏な状況でした。

島 浦 今 泉 長 田

上海でサントリーの「黒烏龍茶」が発売

されました。３５０�で６元（約９０円）と中国
の物価から見ればやや高額ですが、コンビ

ニでは飛ぶように売れています。同社から

は「漢方暖ビール」という漢方薬入りビー

ルも販売されています（なかなか美味しい

です）。中国食品戦略のキーワードは…日

本と同じく「健康」のようです。

香港は蒸し暑い日が続いており、飲みに

いったら当然ビールをおいしく感じるはず

なのですが、如何せんどこに行ってもエア

コンが効きすぎていて、冷たいビールを飲

むやいなや急激に身体が冷え切ってしまい、

２杯目からは焼酎のお湯割りを注文してし

まうのは私だけなのでしょうか。

守 部 末 松

海 外拠点紹介

ＦＦＧ調査月報１４号 ２００９年６月２５日／�ＦＦＧビジネスコンサルティング
福岡市中央区大手門１丁目８番３号 TEL ０９２（７２３）２５７６ http://www.fukuoka-fg.com/

印刷／�昭 和 堂
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